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「健康寿命 日本一」をめざして 

本県は、全国を上回るスピードで高齢化が急速に進行することが

見込まれています。これを乗り越えていくためには何が必要か、何を

すべきかを皆で考え、実行していく必要があります。 

本県では、県民の健康づくり運動を推進するため、平成１３年２月

に「かながわ健康プラン２１」を、平成２０年３月には改定計画を策定

し、地域、団体、企業、学校、行政等が一体となり、県民一人ひとり

の健康づくりを支援する体制を整え、健康づくりを展開して参りました。 

この度、平成２３年度に実施した「かながわ健康プラン２１」の最終評価結果等を踏まえ、

平成２５年度からの10年間を取組期間とした「かながわ健康プラン２１（第２次）」を策定しま

した。この計画は、「かながわグランドデザイン」の中で示されている「いのちが輝き、誰も

が元気で長生きできる神奈川」を実現する個別計画として、また平成２４年７月に国が告

示した「健康日本２１（第２次）」を受けて策定したものであります。 

「健康日本２１（第２次）」では、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活でき

る期間を「健康寿命」として、全国の値を公表しています。これによりますと、本県の健康

寿命は、男性は70.90歳で全国12位、女性は74.36歳で全国13位となっています。 

「かながわ健康プラン２１（第２次）」では、健康寿命を延ばし、県民誰もが健康で生き生

きとした自分らしい生活が送れるよう、食生活をはじめ、運動や休養、飲酒、喫煙など、健

康に関わる分野で、県民一人ひとりの取組目標とともに、社会全体で取り組む目標を設定

しています。 

この計画を着実に進め、「健康寿命 日本一」の実現をめざしてまいりますので、皆様

のお力添えをお願いいたします。 

策定に当たりまして、御尽力いただきました関係者の皆様に改めて御礼申し上げますと

ともに、パブリックコメント等を通じ、貴重な御意見をいただきました多くの県民の皆様に深

く感謝いたします。 

  平成２５年３月  
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         エ　栄養・食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康づく
り、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の

　　　　　　　　　　改善の促進(未病を治す取組み）

         ア　主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底

         ウ　健康を支え、守るための社会環境の整備
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第１章 はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

（策定の経過） 

○ 本県では、国の21世紀における国民健康づくり運動「健康日本２１」（平成12年３月策

定）を受けて、平成13年２月に県民健康づくり運動「かながわ健康プラン２１」を策定しま

した。 

○ この「かながわ健康プラン２１」では、働き盛りの人の死亡を減らすとともに、健康で元気

に生活できる期間（健康寿命）を延ばし、生活の質の向上を図ることを目的として、健康

づくりを推進してきました。 

○ 平成19年度には、医療制度改革や食育の推進、自殺対策、がん対策等の関連する施

策の動向を踏まえて一部改正を行い、「かながわ健康プラン２１（改定計画）」（以下「旧

プラン」という。）を策定しました。 

(最終評価) 

○ 旧プランの計画期間は、１０年間であり、平成24年度末で終了となることから、平成23年

度に最終評価を行い、これまでの取組みや成果について整理をしました。 

○ 最終評価では、歯の健康に関する目標がほぼ達成されたものの、栄養・食生活の摂取

量の一部や睡眠時間等の生活習慣に関しては、悪化した項目もありました。 

○ また、特定健康診査・特定保健指導の実施率などのように、評価にあたりデータが入手

できなかったものや、たばこ対策のように設定した評価項目よりも、「神奈川県公共的施

設における受動喫煙防止条例」の施行や喫煙防止対策が進んだものもありました。 

（第２次計画） 

○ 国は平成24年７月に、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針を

全面改定した「２１世紀における国民健康づくり運動「健康日本２１（第２次）」｣を告示し、

平成25年度を初年度として、健康づくりを推進していくことになりました。 

○ 本県でも、旧プランの最終評価や、国の「健康日本２１（第２次）」を受けて、「かながわ健

康プラン２１（第２次）」を策定し、平成25年度から健康づくりを推進していきます。 

２ 計画の位置づけ 

○ 「かながわ健康プラン２１（第２次）」は、「かながわグランドデザイン（平成24年3月」

の中で示されている神奈川の将来像、「いのちが輝き、誰もが元気で長生きでき

る神奈川」を実現する個別計画として位置づけます。 

○ また、「かながわ健康プラン２１（第２次）」は、旧プランと同様に、健康増進法第８条に規

定する都道府県健康増進計画に位置づけます。 
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３ 関連する計画等との整合性 

○ 計画の策定にあたっては、健康づくりに関連する以下の計画等と整合性を図りました。 

     神奈川県保健医療計画 

     神奈川県医療費適正化計画 

     神奈川県がん対策推進計画 

神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進計画

かながわ高齢者保健福祉計画 

第２次神奈川県食育推進計画

     神奈川県医療のグランドデザイン 

     かながわ自殺総合対策指針 

     神奈川県スポーツ振興指針「アクティブかながわ・スポーツビジョン」 

４ 計画策定の基本的考え方 

（１）健康日本２１（第２次）の改定 

○ 国の「健康日本２１（第２次）」では、全ての国民が共に支え合い、健やかで心豊かに生

活できる活力ある社会の実現のために、健康寿命の延伸や健康格差の縮小を目指し、

具体的な取組みでは、個人の生活習慣とともに社会環境の改善の視点が重視されてい

ます。 

○ 「かながわ健康プラン２１（第２次）」の策定にあたっては、旧プランの最終評価と、国の

「健康日本２１（第２次）」を元に、本県の実態に応じて必要な内容を検討し、計画を策定

しました。 

（２）目標の設定に係る考え方 

○ 旧プランでは、７分野４８項目の目標を設定しました。 

○ この４８項目の目標の中には、中間評価、最終評価の際に評価する指標が入手できな 

い等で、評価が困難なものがありました。 

○ このことから、「かながわ健康プラン２１（第２次）」の数値目標の設定にあたっては、５年

後の中間評価、１０年後の最終評価の際にも入手可能であり、評価ができるデータソー

スを選定するように考慮しました。 

○ 目標は本計画の最終年度の平成３４年度に達成する目標として設定しました。 

但し、関連計画等（神奈川県医療費適正化計画、神奈川県がん対策推進計画、かなが

わ自殺総合対策指針など）で予め目標設定の年度が定められている目標については、

その関連計画にあわせた年度で設定をしました。その後の目標項目･数値については、

中間評価(平成29年度)の際に見直しをします。 

○ 策定時に基準値の入手が困難なもので、目標に定めた項目は、平成２５年度以降に調

査をし、その結果を基準値とします。 
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○ 「かながわ健康プラン２１（第２次）」においては、国の目標を参考に、生活習慣の改善か

ら、生活習慣病の発症予防・重症化予防等をして、その結果、健康寿命を延伸するよう

に目標を設定しています。 

○ なお、国の「健康日本２１（第２次）」では、健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現に

向けて、生活習慣病の発症予防や重症化予防を図るとともに、社会生活を営むために

必要な機能の維持・向上を目指し、これらの目標達成のために生活習慣の改善及び社

会環境の整備に取り組むことを目標にしています。 

○ 「かながわ健康プラン２１（第２次）」においても、旧プランで推進してきた個人が取組む目

標に加え、社会的な目標として環境整備等を加えて取り組んでいきます。 

（３）「かながわ健康プラン２１（改定計画）」最終評価による今後の課題 

○ 平成23年度に旧プランの最終評価を行った結果、次期計画の策定において検討すべ   

き主な課題は次のとおりでした。 

ア 栄養・食生活 

○男性の肥満の割合を減少、20歳代女性のやせの割合を減少する 

○食事については、成人の牛乳・乳製品の一日あたりの摂取量及び、野菜類の

一日あたりの摂取量を増加する 

イ 身体活動・運動 

○男性・女性とも運動習慣のある人を増加する 

ウ 休養・こころの健康づくり 

○男性・女性とも睡眠６時間未満の者の割合を減少する 

エ たばこ 

○未成年者の喫煙率は減少しているが、目標値のゼロに近づける 

○労働の現場における受動喫煙防止を推進する 

オ アルコール 

○未成年者の飲酒率は減少しているが、目標値のゼロに近づける 

○成人の１日多量飲酒する人の割合を減少する 

カ 歯の健康 

○口腔機能に着目した取組みや歯と口腔の健康づくりの推進体制を整備する 

キ 健康診査 

○特定健康診査の実施率・特定保健指導の実施率を向上する 

○がん検診の受診率を向上する 

○ これらの課題の中で、引き続き対応が必要な内容は「かながわ健康プラン２１（第２次）」

においても取組んでいきます。 

５ 計画の期間

○本計画の期間は平成25年度から平成34年度までの10年間とします。 

○平成29年度に中間評価を、平成33年度に最終評価を行います。
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第２章 神奈川県の健康に関する現状 

１ 人口動態等 

（１）人 口 

 ①人口の推移   

○ 県の人口は増加傾向にあり、平成21年７月に900万人に達しました。平成２年頃から、   

死亡者数は増加傾向にあるものの、出生数が上回っているため自然増が続いていま

す。また、県外からの人口流入などの社会増も続いています。 

○ 平成24年の人口は、約906万人で、東京都についで全国第２位でした。 

神奈川県の人口

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

（千人）

人口 6,857,040 7,349,993 7,910,382 8,238,840 8,446,174 8,748,731 9,008,132 9,051,028 9,060,257 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成23年 平成24年

 （ 出典：神奈川県人口統計調査報告 各年１月１日） 

② 将来推計 

○県の将来推計人口によると、人口は平成31年(2019年）をピークに減少に転じ、

年少人口（０～14歳）と生産年齢人口(15～64歳)が減少、65歳以上の老年人口

は増加すると推計されています。  
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（２）高齢化率 
○高齢化率（65歳以上の人口の占める割合）は、年々高くなり、平成22年は20.2％と国勢

調査開始以来、最高値となっています。 

○また、人口推計では平成37年（2025年）には、25．7％程度に達すると見込まれていま

す。現時点では全国に比べて、高齢化率は低いものの、団塊の世代、高度成長期に

県に転入してきた世代の高齢化が進行するため、今後、全国を上回るスピードで超高

齢社会へ移行することが予測されています。 

高齢化率の年次推移(神奈川県・全国)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（％）

神奈川県 6.4 7.5 8.9 11.0 13.8 16.9 20.2 

全国 9.1 10.3 12.1 14.6 17.4 20.2 23.0 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

（出典：国勢調査）

（３）平均寿命 

①県 

○県の平成22年の男性の平均寿命は80.25年、女性は86.63年です。また、男女の

平均寿命は、6.38年の差があります。 

○県の平均寿命は、男性・女性ともに全国より長い状況が続いています。 

平均寿命の年次推移(神奈川県・全国)

65

70

75

80

85

90

年

男性　神奈川県 69.05 70.85 72.95 74.52 75.59 76.70 77.20 78.24 79.52 80.25 

男性　全国 67.74 69.31 71.73 73.35 74.78 75.92 76.38 77.72 78.56 79.55 

女性　神奈川県 74.08 75.97 77.85 79.55 81.22 82.35 83.35 84.74 86.03 86.63 

女性　全国 72.92 74.66 76.89 78.76 80.48 81.90 82.85 84.60 85.52 86.30 

昭和

40年

昭和

45年

昭和

50年

昭和

55年

昭和

60年

平成

2年

平成

7年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

（出典：神奈川県衛生統計年報） 
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②市町村

 ○平成17年の市町村の平均寿命では、男性は鎌倉市80.3年、女性は開成町87.7年

が一番長くなっています。 

 ○市町村の最長と最短の差をみると男性2.5年、女性3.3年の差があります。  

（出典：厚生労働省 平成17年市区町村別生命表） 

平成17年神奈川県市町村別平均寿命(男性)
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平成17年神奈川県市町村別平均寿命(女性)
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（４）死 亡

①死亡数 

  ア 主要死因別死亡者数 

○死因別でみると昭和55年以降、悪性新生物が一番多く、年々増加してい 

ます。次いで、心疾患、脳血管疾患が多い状況です。心疾患は微増傾向 

ですが、脳血管疾患は横ばいとなっています。 

 （出典：神奈川県衛生統計年報） 

イ 悪性新生物の部位別死亡数 

○平成22年の部位別死亡数では、その他を除くと、気管・気管支及び肺が

一番多く、次いで胃、肝臓、膵臓の順となります。 

○年次推移をみると、平成12年以降増加傾向にあるものは、気管・気管支

及び肺、膵臓です。また、胃・肝臓は平成12年以降横ばいに推移してい

ます。 

 （出典：神奈川県衛生統計年報） 

神奈川県の主要死因別死亡者数の推移

-

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

(人）

悪性新生物  4,874  5,775  7,581  9,175  11,334  14,580  16,508  17,032  17,570  17,945  18,643  18,981  19,368  20,237  20,575  20,550  21,246 

心疾患  3,157  3,728  4,890  6,045  7,579  6,856  7,116  7,503  7,786  8,185  7,987  8,809  8,926  9,102  9,650  9,629  9,976 

脳血管疾患  6,058  6,409  6,440  5,876  5,597  7,157  6,946  7,010  6,912  7,091  6,855  6,937  6,770  6,666  6,887  6,601  6,758 
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年
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年
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年
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年

平成16

年

平成17

年

平成18

年

平成19

年

平成20

年

平成21

年

平成22

年

神奈川県の悪性新生物部位別死亡数の推移

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
(人）

食道の悪性新生物  185  262  282  365  455  584  724  757  781  764  765  765  790  883  858  893  825 

胃の悪性新生物  1,890  2,015  2,332  2,363  2,404  2,814  2,821  2,848  2,833  2,924  2,919  2,923  2,968  3,048  2,905  3,045  2,941 

直腸の悪性新生物  -  -  342  409  485  632  779  747  791  792  857  928  881  899  966  857  889 

肝臓の悪性新生物  344  387  584  854  1,310  1,603  1,793  1,838  1,863  1,816  1,827  1,888  1,782  1,816  1,863  1,755  1,774 

膵臓の悪性新生物  194  229  346  490  629  832  1,028  1,038  1,123  1,256  1,234  1,275  1,421  1,427  1,502  1,620  1,700 

気管・気管支・肺の悪性新生物  444  646  1,005  1,301  1,801  2,403  2,802  2,941  3,023  3,119  3,329  3,340  3,486  3,752  3,891  3,868  4,116 

乳房の悪性新生物  123  175  281  342  433  578  633  677  644  652  778  768  803  810  827  818  862 

子宮の悪性新生物  250  227  227  249  235  245  280  336  339  322  360  321  327  395  354  331  369 

白血病  175  218  232  268  304  321  330  389  386  372  394  428  442  445  417  434  440 

その他の悪性新生物  1,269  1,616  1,950  2,534  3,278  4,568  5,318  5,461  5,787  5,928  6,180  6,345  6,468  6,762  6,992  6,929  7,330 
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  ウ 心疾患の疾病別死亡数 

 ○疾病別でみると、最多はその他（心不全、弁膜症、心筋症）、次いで虚

血性心疾患です。 

 ○年次推移では、虚血性心疾患は平成７年以降ほぼ横ばい、その他の心疾

患が増加傾向、慢性リウマチ性心疾患は横ばいに推移しています。 

 （出典：神奈川県衛生統計年報）

エ 脳血管疾患の疾病別死亡数 

○疾病別の死亡数をみると、脳梗塞が最多、次いで脳内出血、その他の順 

となっています。 

   ○年次推移をみると、脳梗塞は平成７年以降ほぼ横ばい傾向、脳内出血は  

昭和45年以降減少、平成７年以降はほぼ横ばい傾向にあります。 

                    （出典：神奈川県衛生統計年報）

神奈川県の心疾患の疾病別死亡数の推移

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

(人）

慢性リウマチ性心疾患  101  168  82  94  65  157  133  135  126  145  140  139  139  125  152  135  127 

虚血性心疾患  1,491  1,777  2,352  2,584  3,093  4,214  3,859  3,923  3,905  3,884  3,663  3,943  4,079  3,964  4,088  3,956  4,074

その他  1,565  1,783  2,456  3,367  4,421  2,485  3,124  3,445  3,755  4,156  4,184  4,727  4,708  5,013  5,410  5,538  5,775
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神奈川県の脳血管疾患の疾患別死亡数の推移

-

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

(人）

脳内出血  2,972  2,563  2,216  1,957  1,704  1,824  1,851  1,919  1,870  1,975  1,980  1,992  1,966  2,006  2,123  1,901  2,076

脳梗塞  2,034  2,337  2,663  2,608  2,698  4,141  3,948  3,949  3,929  4,061  3,856  3,972  3,897  3,781  3,859  3,789  3,853

その他  1,052  1,509  1,561  1,311  1,195  1,192  1,147  1,142  1,113  1,055  1,019  973  907  879  905  911  829 
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オ 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ） 

○慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の死亡数は、年々増加してきています。 

死亡順位をみると、平成21年までは11～10位で推移してきましたが、平

成22年には９位になっています。 

（出典：神奈川県衛生統計年報）  

 ②年齢調整死亡率 

 ア 悪性新生物 

○経年変化を見ると、男女とも国と同様の傾向を示しています。 

   ○男性・女性とも平成７年が最高値でその後は減少傾向となっています。 

（出典：人口動態統計特殊報告） 

神奈川県の慢性閉塞性肺疾患(COPD)死亡数の推移

0

300

600

900

1,200

(人)

男 528 565 603 598 634 799 

女 183 203 206 242 208 229 

総数 711 768 809 840 842 1,028 

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

※年齢調整死亡率：年齢構成が著しく異なる人口集団の間での死亡率や、特定の年齢層に偏在す

る死因別死亡率などについて、その年齢構成の差を取り除いて比較する場合に用いる。 

神奈川県の悪性新生物の年齢調整死亡率（人口10万対）

75.0

100.0

125.0

150.0

175.0

200.0

225.0

250.0

男性　神奈川県 214.4 212.6 212.0 226.7 209.7 191.9 175.8 

男性　全国 210.9 214.8 215.6 226.1 214.0 197.7 182.4 

女性　神奈川県 122.2 114.9 110.3 113.6 103.6 98.7 92.4 

女性　全国 118.8 113.1 107.7 108.3 103.5 97.3 92.2 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

※慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）：主に長期の喫煙によってもたらされる肺の炎症性疾患で、咳・痰・

息切れを主訴として、緩徐に呼吸障害が進行する。主に肺気腫・慢性気管支炎が含まれる。
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イ 心疾患  

○経年変化を見ると、男女とも国と同様の傾向を示しています。 

男性・女性とも全国よりやや低い数値を示しています。 

神奈川県の心疾患の年齢調整死亡率（人口10万対）

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

175.0

男性　神奈川県 146.3 137.7 128.9 96.9 79.1 76.0 69.3 

男性　全国 158.0 146.9 139.1 99.7 85.8 83.7 74.2 

女性　神奈川県 100.1 92.2 87.1 57.0 43.7 42.7 35.7 

女性　全国 103.9 94.6 88.5 58.4 48.5 45.3 39.7 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

（出典：人口動態統計特殊報告） 

ウ 虚血性心疾患 

 ○経年変化を見ると、平成７年までは男女とも全国より高くなっています

が、平成17年以降は男性・女性とも全国よりも低くなっています。

神奈川県の虚血性心疾患の年齢調整死亡率(人口10万対）

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

男性　神奈川県 74.9 61.3 58.6 63.0 46.8 38.5 33.9 

男性　全国 65.5 54.7 46.3 57.1 45.0 42.2 36.9 

女性　神奈川県 43.4 37.0 31.2 32.6 21.9 17.2 12.7 

女性　全国 37.4 30.9 25.6 29.9 21.7 18.6 15.3 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

（出典：人口動態統計特殊報告） 
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エ 脳血管疾患 

○経年変化を見ると、男女とも全国と同様の傾向を示しています。 

  ○男性は全国よりやや低い数値となっています。 

（出典：人口動態統計特殊報告） 

③75歳未満悪性新生物年齢調整死亡率  

○男性の部位別では、平成22年は気管・気管支及び肺の死亡率が一番高く、年

次推移をみると平成7年以降減少、平成18年頃より横ばいとなっています。

○女性の部位別では、平成22年では、乳がんの死亡率が一番高くなっています。 

年次推移をみると、乳がんは増加傾向にあり、大腸がんの死亡率は減少、子

宮がんは横ばいとなっています。 

（出典：人口動態統計）

神奈川県の75歳未満悪性新生物の年齢調整死亡率（男）（人口10万対）
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脳血管疾患の年齢調整死亡率(人口10万対)

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

男性　神奈川県 189.1 127.0 92.5 94.8 71.2 58.9 45.6 

男性　全国 202.0 134.0 97.9 99.3 74.2 61.9 49.5 

女性　神奈川県 132.9 92.6 65.7 64.6 48.1 33.9 26.0 

女性　全国 140.9 95.3 68.6 64.0 45.7 36.1 26.9 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年
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（出典：人口動態統計） 

神奈川県の75歳未満悪性新生物年齢調整死亡率（女）(人口10万対)
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慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)を知っていますか？

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)とは、主に慢性気管支炎と肺気腫を指します。 

症状としては、階段の上り下りなど体を動かしたときに息切れを感じたり、風邪でもな 

いのにせきやたんが続いたりすることなどが挙げられます。 

進行すると、少し動いただけでも息切れし、日常生活もままならなくなります。さらに進 

行すると、呼吸不全や心不全を起こす命に関わる病気です。 

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)の原因の90％以上は喫煙であり、喫煙者の約15％がか 

かるという研究もあります。 

喫煙を開始する年齢が若いほど、また１日の喫煙本数が多いほど、慢性閉塞性肺疾 

患（ＣＯＰＤ)になりやすく、進行しやすいと言われています。 

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)で苦しまないために、まずは禁煙することが大切です。 

また、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)にかかると肺機能は元に戻りませんが、早期に発 

見して治療を行うことにより、肺機能が低下するスピードを緩めて、重症化を防ぐことが  

できます。定期的に肺年齢の検査を受けることが大切です。 

県では、喫煙によりがんだけでなく、こうした慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)などの様々 

な病気のリスクが高まることから、たばこ対策を推進しています。 
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２ 健康寿命

○ 健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のことで、 

平均寿命と健康寿命の差は、日常生活に制限のある期間を意味します。 

○ この日常生活に制限のある期間は、医療や介護等が必要となることから、特に個人の生

活の質の低下を防ぐようにする必要があります。 

○ 本県の健康寿命は、男女とも全国に比べて長い状況です。平均寿命と健康寿命の差＝

日常生活に制限のある期間は、男性が全国と比べて差が大きく、女性は全国よりも差が

小さい状況です。 

○ 男性は女性に比べると、平均寿命と健康寿命の差である日常生活に制限のある期間が

短い状況にあります。

○ また、健康寿命の参考値としている「自分が健康であると自覚している期間の平均」は、

本県は男女ともに全国よりも長くなっています。

平成22年平均寿命と健康寿命 （単位：年） 

 男性 女性 

神
奈
川
県

 平均寿命 * 80.36 86.74 

健康寿命 70.90 74.36 

差 9.46 12.38 

全

国

 平均寿命 * 79.64 86.39 

健康寿命 70.42 73.62 

差 9.22 12.77 

（出典： 平成24年度厚生労働科学研究費補助金による「健康寿命における将来予測と生

活習慣病対策の費用対効果に関する研究」、以下本文に用いるときは「平成24年度厚生

労働科学研究」と記載する） 

＊ここで使用している平均寿命は、５ページの平均寿命（出典：神奈川県衛生統計年報）

の値と異なる。 

  （参考値） 

平成22年自分が健康であると自覚している期間の平均（単位：年） 

 男 女 

神奈川県 70.85 74.12 

全 国 69.90 73.32 

差 0.95 0.8 

（出典：平成24年度厚生労働科学研究費補助金による「健康寿命における将来予測と生活

習慣病対策の費用対効果に関する研究」） 

※ 健康寿命：健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のこと。 

厚生労働科学研究における都道府県の健康寿命は、国民生活基礎調査と 

生命表を基礎情報として算定をしている。
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３ 罹患率 

（１）がん
①がん罹患数 

 ○昭和52(1977)年と平成19(2007)年を比較した場合、総人口の伸び率は約1.4倍

であるのに対し、がん罹患数は昭和52(1977)年の7,967人から、平成19(2007)

年の37,121人となり、伸び率は約4.7倍となっています。

神奈川県のがん罹患数の伸び率と総人口の伸び率の推移

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

昭和52年 昭和57年 昭和62年 平成４年 平成９年 平成14年 平成19年

(単位：倍)

がん罹患数の伸び率

総人口の伸び率

※昭和52年を1.00とした場合の伸び率

7,967人

37,121人

(出典：｢神奈川県悪性新生物登録事業年報｣及び｢神奈川県の人口と世帯｣より作成)

②部位別年齢調整罹患率(人口10万対）の推移  

○神奈川県の人口10万人当たりの罹患率の推移で見ると、男女とも全体的には  

増加傾向にあります。 

○男性は、胃は減少していますが、肺などは増加しています。また、女性も胃は減

少していますが、乳房、大腸、子宮、肺は増加しています。 

神奈川県の年齢調整罹患率(人口10万対)の推移 

(出典：｢神奈川県悪性新生物登録事業年報第35報｣より作成) 

※大腸＝直腸、結腸及び肛門 
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17年

19年

その他 肺 胃 子宮 大腸 乳房
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(単位：人)
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（２）循環器疾患

○患者調査の県の総患者数（患者住所地）を見ると、一番多い疾患は高血圧性疾患であ

り、平成14、17年に減少したものの、平成20年には再び増加しています。 

  神奈川県の循環器疾患の総患者数

0

100

200

300

400

500

（千人）

  高血圧性疾患 417 429 345 343 470

  虚血性心疾患 65 65 50 50 56

脳卒中 57 66 74 45 62

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年

（出典：患者調査） 

（３）糖尿病 

○患者調査の県の総患者数（患者住所地）を見ると、糖尿病の総患者数は調査年毎に増  

減があります。平成20年には、平成８年以降最高値となっています。 

  神奈川県の糖尿病の総患者数

107

143 129

150

104
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20

40

60

80

100

120

140

160

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年

（千人）

（出典：患者調査） 
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（４）慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ） 
○ＷＨＯは、たばこ対策をしないと全世界における慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰ

Ｄ）の死亡順位が2008年の第４位から、2030年には第３位になると発表してい

ます。 

○日本でも、今後慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の死亡数は増加傾向と予測され

ており、2000年の40歳以上の有病率は8.6％、患者推計は530万人とされていま

す。 

○患者調査の総患者数によると、県では平成８年から20年までは横ばいで推移し

ています。 

  神奈川県の慢性閉塞性肺疾患の総患者数

11 11111111

0

2

4

6

8

10

12

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年

（千人）

 （出典：患者調査） 

（５）慢性腎不全 

○県の慢性腎不全の患者数をみると、13,000人～18,000人で推移しています。 

 ○県の平成22年透析の新規導入患者2,125人のうち約45％が糖尿病腎症による導入 

となっています。 

慢性腎不全患者数の推移 (単位:千人) 

  平成 14 年 平成 17 年 平成 20 年 

神奈川県 13 18 15 

全 国 223 257 331 

  （出典：患者調査） 

糖尿病腎症による新規透析導入患者数（神奈川県、平成 22 年） 

透析患者数 

（2010 年末) 

新規透析導入 

患者数 

糖尿病腎症によ

る新規透析導入

患者数 

人数(%) 18,258（100.0％） 2,125(11.6%) 959(45.1%） 

 （出典：(社)日本透析医学会統計調査委員会） 
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４ こころの健康 

（１）自殺者数 

○県の自殺者数は、平成10年に著しく増加し、平成12年以降増減を繰り返してい

たが、平成18年1,683人を境に増加傾向となり、平成19年から再び1,800人をこえて

推移しています。 

○平成21年1,908人からやや減少し、平成23年には1,872人になっています。   

（出典：人口動態統計） 

※「人口動態統計」は、日本人を対象とし、住所地を基に死亡時点で計上している。 

○男女比はほぼ７対３で男性が多く、中高年男性の自殺者は多く、中でも40歳代

の自殺が最も多くなっています。 

（出典：人口動態統計） 

神奈川県自殺者数の年次推移

0
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(人)
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県女性 378 560 565 468 493 526 478 524 473 471 566 586 547 550 595 

県合計 1,296 1,905 1,903 1,724 1,649 1,670 1,791 1,716 1,707 1,683 1,820 1,871 1,908 1,890 1,872 
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（２）気分障害（躁うつ病を含む）患者数 

○患者調査の総患者数（患者住所地）によると、平成１４～１７年は増加していましたが、 

平成20年では減少しています。気分障害は全国的に増加傾向にあり、県も同様です。 

  神奈川県の気分障害（躁うつ病を含む）の総患者数

24

53

95

33

28

0

20

40

60

80

100

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年

（千人）

（出典：患者調査） 

５ 次世代の健康 

（１）出生数    

○県の出生数は減少してきています。平成19年（2007年）から約79,000人～

78,000人でほぼ横ばいに推移しています。 

○出生率（人口千対）も同様に推移し、横ばいになっています。

神奈川県の出生数及び出生率

60,000
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80,000
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95,000

100,000
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総
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人

)

-
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8.0
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12.0

14.0

16.0

出
生

率

(

人
口

千
対
・
％

)

出生数  94,356  86,101  79,437  80,692  82,906  76,196  79,193  79,179  78,057  78,077 

出生率  13.7  11.7  10.0  9.9  9.9  8.8  9.0  9.0  8.9  8.8 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（出典：神奈川県衛生統計年報）
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（２）低出生体重児の出生割合 

○県の低出生体重児の出生数は増加しており、平成12年からは7,000人台でやや横

ばいで推移してきています。 

○出生割合をみると、平成17年から9.5～9.6で推移しています。 

神奈川県の低出生体重児の出生数及び出生割合
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（

％

)

2500g未満の

児数

4,855 4,697 5,112 5,961 7,232 7,270 7,508 

割合(％) 5.1 5.5 6.4 7.4 8.7 9.5 9.6 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

（出典：神奈川県衛生統計年報） 

６ 高齢者の健康 

（１）介護保険サービス利用者数  

○介護保険サービス利用者数は、年々増加しています。 

○施設サービス、居宅（介護予防）サービスとも、平成23年の利用者数は、平成

18年の1.2倍程度に増加しています。 

（出典：介護保険事業状況報告） 

神奈川県の介護保険サービス利用者数の推移（各年9月実績）
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（人）

居宅（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）サービス 施設サービス

施設サービス 38,235 39,825 40,838 42,273 43,801 45,544 

地域密着型（介護予防）サービス 7,512 9,562 11,298 13,032 14,357 16,109 

居宅（介護予防）サービス 140,527 145,650 153,523 160,868 169,531 180,295 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年
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（２）要介護認定者の内訳

○介護度別にみると、おおよその傾向として、要介護２が一番多く（平成18年を

除く）、次いで要介護１となっています。その他の要介護度、要支援の認定者

数も増加傾向にあります。 

神奈川県介護度別要介護(要支援)認定者数

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
(各年9月分)

(人数)

要支援１ 15,202 23,376 24,413 27,019 31,054 33,313 

要支援２ 16,679 33,124 37,274 37,523 35,998 37,852 

要介護１ 61,633 40,472 36,882 40,439 46,152 50,538 

要介護２ 39,498 46,488 48,919 49,907 52,445 56,675 

要介護３ 33,327 38,627 41,574 41,146 39,588 39,953 

要介護４ 28,547 30,853 32,380 33,915 35,195 36,392 

要介護５ 26,245 28,073 28,561 30,204 32,551 34,340 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（出典：介護保険事業状況報告） 

７ 医療費 

（１）医療費 

 ○県の概算医療費の推移をみると、全国と同様に年々増加しています。 

神奈川県の概算医療費総額

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

(億円)

平成21年 20,766 14,707 7,245 7,462 1,735 4,287 37 

平成22年 21,749 15,460 7,785 7,675 1,762 4,485 41 

平成23年 22,582 15,913 8,046 7,867 1,815 4,808 46 

総計 医科計 医科入院 医科入院外 歯科 調剤
訪問看護療

養

 （出典：医療費動向調査） 
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全国の概算医療費総額

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

(億円)

平成21年 352,501 267,615 140,324 127,291 25,473 58,695 719 

平成22年 366,178 278,630 149,030 129,600 25,923 60,822 803 

平成23年 377,666 284,599 152,096 132,503 26,587 65,601 880 

総計 医科計 医科入院 医科入院外 歯科 調剤
訪問看護療

養

（出典：医療費動向調査）

（２）国民健康保険における主な医療費 

①疾病別医療費 

○平成23年の疾病別医療費をみると、循環器系医療費が他の疾病に比べて高い傾 

向にあります。 

神奈川県国民健康保険の疾病別医療費
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(出典：神奈川県国民健康保険団体連合会神奈川県国民健康保険疾病分類統計、各年5月) 
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②主な生活習慣病の年代別構成比 

○ 平成23年の生活習慣と関連する疾病（悪性新生物、高血圧性疾患、虚血性心疾患、

脳梗塞、脳内出血、糖尿病、腎不全）の年代別医療費構成比をみると、全年齢で

悪性新生物が多く、次いで40～60歳代で腎不全が多くなっています。 

平成２３年神奈川県主な生活習慣病の年代別医療費構成比
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構
成

比

（
％

）

悪性新生物 2.5 7.2 12.3 15.5 15.4 

高血圧性疾患 0.5 2.3 4.6 6.8 7.1 

虚血性心疾患 0.2 1.2 2.5 3.6 4.5 

脳梗塞 0.4 0.8 1.4 2.5 3.5 

脳内出血 0.2 1.1 2.0 1.4 1.4 

糖尿病 0.9 3.1 4.2 4.5 4.3 

腎不全 1.4 6.3 8.0 7.4 4.6 

～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～74歳

(出典：神奈川県国民健康保険団体連合会神奈川県国民健康保険疾病分類統計,平成23年5月)

８ 特定健康診査・特定保健指導 

（１）特定健康診査 

○平成22年度の特定健康診査の実施率は、男性・女性ともに45～49歳代が最も多

くなっています。 

○また、特定健康診査の結果、「メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候

群）」（以下「メタボリックシンドローム」という）該当者数は男性55～59歳

代、メタボリックシンドローム予備群の該当者数は男性40～44歳代が最も多く

なっています。  

     平成22年度神奈川県の特定健康診査実施率（年齢区分別・男女別） 
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（出典：都道府県における医療費適正化計画策定に係る参考データ） 

（２）特定保健指導 

○特定保健指導の実施率は、女性は60歳代後半が最も高く、男性は40歳代後半から  

50歳代前半が高くなっています。

○特定保健指導の対象者数は男性が多く、女性は年齢が上がるにつれて、保健指導の  

対象者は微増しています。 

平成22年度神奈川県の特定保健指導実施率（年齢区分別・男女別） 
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（出典：都道府県における医療費適正化計画策定に係る参考データ） 

平成22年度メタボリックシンドローム該当者・予備群者数（神奈川県）
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（出典：都道府県における医療費適正化計画策定に係る参考データ）  

平成22年度特定保健指導対象者数と実施終了者数（神奈川県）
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第３章 「かながわ健康プラン２１（第２次）」の目標 

１ 「かながわ健康プラン２１（第２次）」の目指す姿 

○本計画の最終年度の平成34年度までの間に、本県の人口はピークからやや減少傾 

 向に向かいます。 

○全国と同様に65歳以上の高齢者が増え、年少人口(０～14歳)と生産年齢人口(15～ 

 64歳)が減少して、高齢社会が一層進んでいくことが予測されています。 

○ このような中で、計画の最終年度の10年後には、「いのちが輝き、誰もが元気 

 で長生きできる神奈川」を実現させるため、県民が健康で元気に生活できる期間、 

 いわゆる「健康寿命」を延ばし、また、あらゆる世代が健やかな暮らしを送るこ 

とのできる良好な社会環境を構築することにより、健康格差を縮小し、誰もが健 

康でいきいきと自分らしい生活を送れることを目指して健康づくり運動を進めて 

いきます。 

２ 基本的な方向    

○高齢化の進展の中で、県民誰もが健康でいきいきと自分らしい生活を送るためには、県  

民一人ひとりの取組みとともに、地域・関係団体・企業・学校・行政等が一体となり、社会

全体で健康づくりを促進していく必要があります。 

(１)健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

(３)個人の取組み目標 

＜県民一人ひとりが取組む目標を設定＞

(新) 「かながわ健康づくり10か条」 

栄養・食生活 

身体活動・運動 

休養・こころの健康づくり 

飲酒 

喫煙 

歯・口腔の健康に関すること  

仲間づくり 

(２)社会的な目標 

＜社会全体で取組む目標を設定＞ 

①主な生活習慣病の発症予防と重症

化予防の徹底 

②社会生活を営むために必要な機能

の維持及び向上 

③健康を支え、守るための社会環境の

整備 

④栄養・食生活、身体活動・運動、休

養・こころの健康づくり、飲酒、喫煙

及び歯・口腔の健康に関する生活

習慣の改善の促進(未病を治す取組み)

「かながわ健康プラン２１(第２次)」の基本的な方向の概念図

いのちが輝き、誰もが元気で長生きできる神奈川 

「 健 康 寿 命  日 本 一 」 の 実 現 
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３ 具体的な目標 

○今後、健康づくりのために取り組む目標は以下のとおりです。 

（１）健康寿命の延伸と健康格差の縮小

○生活習慣病の予防や社会生活を営むために必要な健康を維持することで、平均寿

命を延ばすとともに、健康の問題で日常生活が制限されることがなく生活できる

期間（健康寿命）を延伸していきます。 

○健やかな暮らしを支える社会環境を構築することで健康格差を縮小し、県民のい

きいきとした生活を実現していきます。 

※各目標値の考え方については72ページを参照 

＜現 状＞ 

〇平成24年度厚生労働科学研究によると、本県の平成22年の健康寿命は、男女ともに全

国平均より長くなっています。

神奈川県 男性 70.90年      女性 74.36年 

   全 国  男性 70.42年      女性 73.62年 

第１位  男性 71.74年(愛知県)  女性 75.32年(静岡県) 

○平成24年度厚生労働科学研究によると、健康寿命の参考値である本県の平成22年の

自分が健康であると自覚している期間の平均は、男女とも全国より長くなっています。

神奈川県 男性 70.85年          女性 74.12年 

全 国  男性 69.90年      女性 73.32年

第１位  男性 71.55年(宮崎県)  女性 75.31年(宮崎県) 

＜目 標＞

１ 平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸をはかる 

２ 県内の各地域の健康格差の縮小をはかる 

こうしたことにより、「健康寿命 日本一」を目指します。 

※ 健康格差：地域や社会経済状況の違いによる集団における健康状態の差の

こと。地域、職業、経済力、世帯構成等による生活習慣の差や保健医療施

設や食料品店などの資源によって地域の健康格差にも影響を及ぼすという

ことが分かってきている。 
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○平成24年度厚生労働科学研究によると、本県の平成22年の平均寿命は、男女とも全

国平均より長くなっています。 

神奈川県 男性 80.36年      女性 86.74年 

全 国  男性 79.64年      女性 86.39年

第１位  男性 80.99年(長野県)  女性 87.23年(長野県) 

○平成24年度厚生労働科学研究の都道府県の平均寿命をみると、男性は最長80.99年、

最短77.31年と、その差は3.68年、女性は最長87.23年、最短85.45年で、その差は1.78年

でした。 

○各市町村の健康指標の一つとして、平成17年の平均寿命を見ると、男性は最長80.3年、 

最短77.8年と、その差は2.5年、女性は最長87.7年、最短84.4年で、その差は3.3年でした。 

＜課 題＞ 

○県民が誰でも自分らしくいきいきと生活するためには、健康上の問題で日常生活が制限

されることなく生活できる期間＝健康寿命の延伸を実現する必要があります。 

○今後、高齢化が進む中、介護サービスの利用者の増加、医療費の増加などが予測されて

おり、地域の特徴や現状を踏まえた上で、効果的な健康づくり対策を展開していく必要が

あります。 

○県内における健康格差の現状とその原因を分析して健康格差を縮小していく必要があり 

ます。 

＜取組み＞ 

○県民一人一人が健康的な生活習慣により健康づくりを推進するとともに、その健康づくり

を促進するために環境を整えることで、県民健康づくり運動を推進していきます。 

○健康づくりに加え、疾病の早期発見、適切な治療管理による疾病の重症化予防、さらに

は介護予防や介護サービスの充実、地域のつながりの強化等の多分野の取組みの総合

的な結果として、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を実現していきます。 

○「健康寿命 日本一」を達成するために、有識者、先進的な取組みを行っている民間企  

業や自治体等からなる「健康寿命日本一戦略会議（仮称）」を設置し、戦略的な実行方法

などについて検討をしていきます。 
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（２）社会的な目標                        

ア 主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底  

○本県は、全国平均より高齢化率が低いものの、今後、年少人口は減少し、老年人 

口が増加すると予測されることから、子どもの頃からの健康的な生活習慣により

高齢になっても元気で生き生きと生活し、自己実現を達成できる活力ある社会を

実現していく必要があります。 

○そのため、主要な死亡原因であるがんや循環器疾患、患者が増加傾向の糖尿病や、今 

後増加が予測される慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）は、生活習慣の改善や健診（検診）等 

による早期発見・早期治療・適切な医療により、重症化を予防することが重要です。 

○また、メタボリックシンドロームは、内臓脂肪の蓄積により、高血圧、高血糖、脂質異常等を

呈する状態であり、脳血管疾患や虚血性心疾患等の発症の危険性を高めます。そのた

め、年に一度は特定健康診査を受け、保健指導により、自らの生活習慣を見直すことで、

生活習慣病を予防することが大切です。 

＜目 標＞ 

（が ん） 

３  がんの75歳未満の年齢調整死亡率の減少（人口10万対） 

 基準値 Ｈ20 目標値 Ｈ29 目標値 H34

がんの75歳未満の 

年齢調整死亡率
86.3 

69.0 

（平成２０年か

ら20％減） 

― 

【人口動態統計】独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター 

 ※「神奈川県がん対策推進計画（平成30年度～平成35年度）」では目標値を設定して

いない。 

４  がん検診受診率の向上  

 基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ35 

胃がん 31.7％ 40％以上 50％以上 

大腸がん 24.1％ 40％以上 50％以上 

肺がん 23.3％ 40％以上 50％以上 

乳がん   女性 38.9％ 50％以上 50％以上 

子宮がん 女性 37.9％ 50％以上 50％以上 

【国民生活基礎調査】   ※乳がん・子宮がんは過去２年の受診率を記載。 

※がんに関するH29の目標値は、「神奈川県がん対策推進計画（平成25年度～平成29

年度）」、H35の目標値は「神奈川県がん対策推進計画（平成30年度～平成35年度）」に

て設定。

※ 年齢調整死亡率：年齢構成が異なる集団の間での死亡率の比較や、同じ集団で死

亡率の年次推移を見るために調整された死亡率のことで、集団全体の死亡率を基

準となる人口の年齢構成に合わせた形で算出したもの。 
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（糖尿病） 

８  血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少 （40～74歳）  

(HbA1cがJDS値8.0％  (NGSP値8.4％)以上の者の割合の減少) 

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

HbA1cがJDS値8.0％以上の者 1.1％ 1.0％  

HbA1cがNGSP値8.4％以上の者 － 1.0％ 

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、NDB(レセプト情報・特 

定健診等情報データベース)オープンデータ】

９   糖尿病有病者の増加の抑制  (40歳～74歳) 

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

糖尿病有病者 21万人 22万人

※ 平成22年と平成３４年の性・年齢階級別の有病率が同じという前提

  で設定 

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、NDB(レセプト情報・特 

定健診等情報データベース)オープンデータ】

（循環器疾患） 

５  脳血管疾患・ 虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少（人口10万対）

 基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

脳血管疾患    男性 45.6 38.0 

女性 26.0 23.8 

虚血性心疾患   男性 33.9 27.9 

           女性 12.7 11.6 

【人口動態統計特殊統計】                  

６  高血圧の改善（平均収縮期血圧を下げる）（40～89歳）  

    基準値 

H21～Ｈ23 

目標値 Ｈ34 

男性 136mmHg 132mmHg 

女性 128mmHg 124mmHg 

【県民健康・栄養調査】

７  脂質異常症の減少 （40～74歳）  

基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

LDLコレステロール160mg/dl以上の割合 男性 12.4％ 9％ 

                     女性 13.4％ 10％ 

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、NDB(レセプト情報・特 

定健診等情報データベース)オープンデータ】



 30

10  糖尿病治療継続者の割合の増加 （20歳以上） 

    基準値  

H21～H23 

目標値 Ｈ34

糖尿病治療継続者の割合 58.3％ 65％ 

【県民健康・栄養調査】

11  合併症(糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数)の減少  

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34

糖尿病性腎症による 

年間新規透析導入患者数 
959人 925人 

【日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現状」】 

（慢性閉塞性肺疾患（COPD）） 

12 慢性閉塞性肺疾患（COPD）の認知度の向上 

    基準値 Ｈ25 目標値 Ｈ34 

慢性閉塞性肺疾患（COPD）の認知度 11.9％ 80％ 

【県民健康・栄養調査】

（特定健康診査・特定保健指導） 

13 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上   

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ35

特定健康診査 

の実施率（人口割） 
40.3％ 70％以上 70％以上 

特定保健指導 

の実施率
9.8％ 45％以上 45％以上 

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、特定健康診査・特定保

健指導の実施状況に関するデータ】

14  メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少 

    基準値 Ｈ20 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ35 

メタボリックシンドロー

ムの該当者 
26.3％ ※ 

平成20年度比

25％以上減少

平成20年度比

25％以上減少メタボリックシンドロー

ムの予備群 

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、特定健康診査・特定保

健指導の実施状況に関するデータ】
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※各目標値の考え方については７２～７７ページを参照 

※「健康日本21（第2次）の推進に関する参考資料」に準拠して算定 

＜現 状＞ 

（が ん）  

○全国と同様に本県においても、がんが死亡原因の第１位となっています。 

○平成22年の７5歳未満の年齢調整死亡率では、男性で一番多いがんは気管・気管支及   

び肺がんです。女性で一番多いがんは乳がんです。 

○また、検診の受診率では、子宮がんが全国より高く、その他のがんは全国より低い状況です。 

（循環器疾患） 

○循環器疾患の患者数は、高血圧性疾患の患者数が最も多く、年々増加しています。 

○虚血性心疾患の患者数の推移を見ると、横ばいであり、全年齢の死亡の原因の割合は  

※ 特定健康診査受診者に占めるメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合

（353,446人（メタボリックシンドローム該当者・予備群者数）／1,344,861人（特定健康

診査受診者数） 

※ 平成30年度から「メタボリックシンドロームの該当者及び予備群」は、特定保健指導

対象者（推定数を含む）とする。 

脳血管疾患の減少
『年齢調整死亡率の減少』

男性 16.6％減少、女性 8.4％減少

虚血性心疾患の減少
『年齢調整死亡率の減少』

男性 17.6％の減少、女性 8.8％減少

高血圧

収縮期血圧4mmHg

低下

脂質異常症

高コレステロール血

症の割合を25％減少

喫煙

40歳以上の禁煙希望

者がすべて禁煙

糖尿病

有病率の現状維持

栄養・食生活

塩分摂取量の減少

野菜・果物摂取量の増加

肥満者の減少

身体活動・運動

歩数の増加

運動習慣者の割合の増加

飲 酒

生活習慣病のリスクを高

める量を飲酒している者

の割合の減少

降圧剤服用率

10％増加

収縮期血圧 男2.49mmHg低下

女2.59mmHg低下

収縮期血圧1.5mmHg低下 収縮期血圧0.13mmHg低下 収縮期血圧0.17mmHg低下

４つの生活習慣等の改善を達成した場合

生
活
習
慣
等
の
改
善

危
険
因
子
の
低
減

循
環
器
疾
患
の
予
防

４つの危険因子の目標を達成した場合

循環器疾患の目標設定の考え方

※特定健康診査・特定保健指導等に関するH29の目標値は、「神奈川県医療費適

正化計画（平成25年度～29年度）」、H35の目標値は、「神奈川県医療費適正化計画

（平成30（2018）年度～35（2023）年度）」にて設定。 
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第２位です。 

○脳血管疾患の患者数の推移を見ると、やや減少傾向であり、全年齢の死亡原因の割合 

は第３位です。 

○また、平成22年の脳血管疾患の年齢調整死亡率は、男性 45.6(全国49.5)  女性 

26.0(全国26.9)と男女とも全国よりも低値です。 

○平成21～23年度の県民健康・栄養調査の結果によると、20歳以上の男性の平均収縮期 

 血圧は136mmHg、女性は128mmHｇです。   

○ 厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データの平成22年度の特定健康診査の 

の結果から、疫学研究により虚血性心疾患の発症・死亡リスクが明らかに上昇するLDL 

コレステロール160mg／dｌ以上の割合は、男性12.4％、女性13.4％です。  

（糖尿病） 

○糖尿病の患者数は、全国と同様に増加傾向にあります。 

○本県で、糖尿病の重症化による透析の導入は、新規に透析を導入した患者の内約半数  

となっています。 

（慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）） 

○慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）は、体を動かしたときに息切れや、風邪を引いていないのに 

せきやたんが続くなどの症状の病気で、主な原因は喫煙といわれています。 

○県の調査から、県民の慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の認知度は11.9％と認知されている 

とは言い難い状況です。 

○県内の慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の死亡者数は、増加してきています。また、死亡順 

位は11位～10位で推移していましたが、平成22年に９位となり、順位が上がってきています。 

（特定健診・特定保健指導） 

○本県の平成22年度の特定健康診査の実施率は、男性の40歳代が最も高い状況です。 

○また、特定健康診査の実施率の推移を見ると、約40％で推移しています。 

○平成22年度の特定健康診査の実施結果を見ると、メタボリックシンドローム該当 

者数は50歳代の男性が、メタボリックシンドローム予備群の該当者数は、40歳代 

の男性が最多となっています。 

○また、特定保健指導の実施率は約13～15％を推移しています。 

＜課 題＞ 

○県民が生活習慣に起因するがんや循環器疾患等を予防するために、健康的な生活

習慣の必要性を普及啓発していく必要があります。 

○循環器疾患の中で最も患者数が多い高血圧症を予防していくためには、栄養・食生活、

身体活動・運動、飲酒等の生活習慣改善が必要であり、重症化の予防について適正な

治療・管理が行われる必要があります。 

○また、糖尿病予防のために、治療が必要な状態の者が適切に医療に繋がり、重症化予防

のためには適切に治療を継続していく必要があります。 
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○慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）の原因の９割がたばこといわれており、たばこの害の一つで

あることを啓発していく必要があります。 

○また、特定健康診断の実施率、特定保健指導の実施率を上げて、生活習慣病の予防を

推進するとともに、 メタボリックシンドローム該当者等の健康状態の改善を図る必要があり

ます。 

＜取組み＞ 

(がん) 

○がん検診の受診率向上に向け、企業の健康づくり担当者に対する研修や県民への

普及啓発活動など、地域・職域と連携した取組みを行います。 

○がん予防等の観点から、子どもを対象とした「がん教育」を実施し、がんに対す

る正しい知識の習得を図る取組みを進めていきます。 

(循環器疾患) 

○循環器疾患を予防するために、食塩や野菜・果物の摂取や適正体重の維持につい  

て、普及啓発や保健指導を行っていきます。 

○また、身体活動・運動、大量飲酒等の生活習慣の改善についても普及啓発や保健 

指導を行っていきます。 

(糖尿病) 

○糖尿病の発症を予防するために、糖尿病のハイリスク者に対して、特定健康診査  

等の実施や、生活習慣の改善について保健指導を行っていきます。 

○また、各保険者、市町村等が連携して、健診の奨励や生活習慣の改善、受診勧奨 

等保健指導を充実していきます。 

(慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）)

○慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）については、喫煙防止対策の啓発の際に、県民に対して周

知をしていきます。 

（特定健康診査・特定保健指導） 

○保険者が生活習慣病の予防対策として行う、特定健康診査や特定保健指導を充実させ

るための取組みを、県・市町村や職域等とも連携しながら支援していきます。 

○保健師等による県民の行動変容につながる保健指導を実践し、生活習慣病予防・

重症化予防への効果を実証し、効果的な保健活動方法を確立していきます。 
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生活習慣病予防効果を目指す保健指導方法の確立 

平成25年度から３年間の予定で、県と市町村と一緒に保健師等による県民の行動変容に 
つながる効果的な保健指導の確立のためのモデル事業を行います。 
生活習慣病の発症予防や、糖尿病に着目した重症化予防や障害発生予防により、健診 

データの改善や、医療費の削減につなげていくことを目指していきます。 
県と市町村の保健師活動等を検証し、県民の行動変容につながる新たな支援方法を確立 

していきます。 

   生活習慣病予防のための効果的な保健指導方法の検討 

糖尿病予備群など、健診ﾃﾞｰﾀ等によるﾊｲﾘｽｸ者に着目し、積極的な保健指導

による生活習慣病予防効果をモデル地域にて検証

①ﾓﾃﾞﾙ地域等設定 

②調査対象者選定：健診ﾃﾞｰﾀのﾊｲﾘｽｸ者等 

③保健指導の実施：個別保健指導,集団指導

④改善効果の検証：定期的効果を検証 

⑤
特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
運
営
の
総
合
調

整

数値的改善効果 

生活習慣病予防・重症化予防の実証
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イ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上              

○県民が健康上の問題で日常生活が制限されることなく、自立した生活を営めるよ  

うに生活習慣病を予防し、心身の機能の維持及び向上につながるように、ライフ

ステージに応じた健康な生活習慣の普及に取り組みます。 

イ－１こころの健康  

○こころの健康は、人が生き生きと自分らしく生きることや、生活の質に関わる重

要な条件です。 

○こころの健康を保つには、運動、栄養・食生活、心身の疲労回復と休養、十分な

睡眠とストレスへの対応等が必要となります。

＜目 標＞ 

15 自殺者数の減少  

    基準値 Ｈ17 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ34 

自殺者数 1,707人
平成17年から20％

減少 

平成28年の自殺死
亡率※14.6から
15％以上減少

（H33数値） 

【人口動態統計】 

     ※自殺死亡率・・・人口10万対の自殺者数の値 

16  気分障害（躁うつ病含む）の患者数の減少           

 基準値 Ｈ20 目標値 Ｈ34 

気 分 障 害 （ 躁 う つ 病 含

む）の患者数
53,000人

平成20年から10％減少 

（48,000人以下） 

【患者調査】

※各目標値の考え方については７３ページを参照 

＜現 状＞ 

（自 殺） 

○自殺者数は平成10年に急増し、それ以降毎年1600人～1900人台で推移しています。 

○中高年男性の自殺者は多く、中でも40歳代の自殺は増加傾向にあります。 

（気分障害(躁うつ病含む))

○気分障害（躁うつ病含む）は平成8～17年まで増加傾向でしたが、平成20年に減少してい  

ます。 

＜課 題＞ 

○自殺者数を減少させるため、自殺防止に係る取組みを推進していく必要がありま  

す。 

※自殺に関するH29の目標値は、「かながわ自殺総合対策指針」、H34の目標値は、

「かながわ自殺対策計画」にて設定。
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○相談機関の周知や相談担当者の資質の向上により、こころの健康づくり相談体制

を充実する必要があります。 

＜取組み＞ 

○自殺対策の総合的な推進のために、自殺予防対策、うつ病対策、多職種の専門チ

ームによる訪問支援、自殺未遂者や自死遺族への支援等に取り組んでいきます。 

○こころの不調を抱える者、自殺に傾く者のサインに「気付き、つなぎ、見守る」

人＝ゲートキーパー（こころサポーター）の養成を行います。 

○こころの健康づくり等を推進するために、健康に関する普及啓発や相談機関の周

知や従事者の研修等を行います。 

○地域保健や職域に関係する行政や各団体等が連携し、働く世代のメンタルヘルス 

等の普及啓発や支援体制づくり等を行います 

。

ゲートキーパーを知っていますか？ 

ゲートキーパーとは、こころに不調を抱える方、自殺に傾く人のサインに気づき、対応する

ことができる人です。 

 ご近所や友人、同僚などの不調に気づいてあげることのできる地域の住民や地域で働く誰

もが「こころサポーター（ゲートキーパー）」ということになります。 

 まず、自分自身のこころが元気でなければ、あなたの目の前の人に対してよいサポートを

続けることはできません。ですから自分自身のこころの健康を保つ方法を考えましょう。 

また、ひとりで誰かを支えるのではなく、支える人を増やすことを考えましょう。そして、受け

た相談について、どうしたらよいのか、専門家の意見を聞いたり、他の人たちと一緒に考えた

りする地域ネットワークに参加していきましょう。 

かながわ自殺対策推進センター 

HPアドレス  http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f70211/
(ゲートキーパー養成研修等の情報が掲載されています) 
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イ－２ 次世代の健康  

○生涯を通じて健やかに生活するために、子どもの頃、それ以前の胎児期からの健

康が重要である。できるだけ早い時期から、健康的な生活習慣を身につけること

で、生涯を通じての生活習慣病の発症や重症化の予防、ひいては次世代の健康づ

くりを推進します。 

＜目 標＞ 

17 朝食を欠食する小学５年生の割合の減少 

基準値 Ｈ24 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ34 

朝食を欠食する 

小学５年生の割合 
4.0％ 0％に近づける 0％に近づける

【教育局 食生活に関する調査】                   

18 子どもの週３回以上のスポーツ実施率の増加、非実施率の減少 

基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ27 目標値 Ｈ32 

子どもの週３回以上 

のスポーツ実施率 
45.8％ 50％以上 55％以上 

子どものスポーツ 

非実施率 
14.1％ 10％以下 10％以下 

【教育局 神奈川県児童生徒体力・運動能力調査よりスポーツ課にてデータ加工】    

19 全出生数中の低出生体重児の割合の減少 

基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34

全出生数中の低出生体重児の割合 9.6％ 減 少 

【人口動態統計】 

20 小学５年生の肥満傾向の割合の減少  

基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34

小学５年生(10歳)の肥満傾向の割合 9.0％ 減 少 

【学校保健統計調査】 

※各目標値の考え方については７３ページを参照 

※食育（欠食）に関するH29の目標値は、「第２次神奈川県食育推進計画」、

H34の目標値は、「第３次神奈川県食育推進計画」 にて設定。

※スポーツに関するH27の目標値は、「神奈川県スポーツ振興指針」、H32の目

標値は、「神奈川県スポーツ推進計画」 にて設定。
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＜現 状＞ 

(朝食を欠食する子ども) 

○県教育局の平成24年度「食生活に関する調査」によると、朝食を食べない日が多

い・ほとんど食べないと回答した小学５年生の割合は4.0％で、平成19年度の

5.0％より低くなっています。 

○朝食を食べない理由は、平成24年度は、食べたいと思わない（45.6％）、次いで

食べる時間がない（40.5％）となっています。平成19年度は、食べる時間がない

(41.2％)、食べたいと思わない(37.1%)の順でした。             

(子どものスポーツ) 

○発育期にある子どもたちにとって、運動・スポーツ活動を実践することは、心身

の健全な発達はもとより、生涯にわたる豊かなスポーツライフの基礎を培い、健

康な生活習慣を身につけるために不可欠です。

（低出生体重児） 

○低出生体重児の出生数は年々増加しています。出生は男児よりも女児の方が多くなって 

 います。

○低出生体重児の増加については、医療の進歩、多胎妊娠、妊娠前の母親のやせ・低栄

養、妊娠中の母親の体重増加抑制、喫煙等の要因が考えられます。

（肥満傾向） 

○男性の児童・生徒は年齢が高くなるにつれて、肥満傾向の割合が高くなります。 

＜課 題＞

(朝食を欠食する子ども) 

○食生活は、健やかな心身を育む上で不可欠な生活習慣です。成人で習慣的に欠食

している者は、小学校から朝食を食べない習慣が始まったという報告もあり、幼

少時から健康的な食習慣を身につけることが大切です。そのため、朝食を食べない

小学生の生活習慣の改善を図っていく必要があります。

(子どものスポーツ) 

○体育の授業以外に運動・スポーツを日常的に行っている子どもを増やすことや、

運動やスポーツを全く行っていない子どもを減らす必要があります。 

（低出生体重児） 

○低出生体重児は、精神・運動発達の他、成人後の糖尿病や高血圧等の生活習慣病を発

症しやすいとの研究報告もあり、将来の健康に大きく影響する可能性があります。 

（肥満傾向） 

○子どもの肥満は、将来の肥満や生活習慣病に結びつきやすいという報告もあり、将来の
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健康に大きく影響する可能性があります。 

＜取組み＞ 

○幼少期から健康的な食習慣を幼少期から身につけるために、保護者はもとより教

育、保育に携わる方、関係団体等が連携して、食育を推進します。また、食育に

関する情報提供や人材育成等を行います。 

○子どもが運動に取り組むきっかけとなるような教室やフェスティバルなどを開催

していきます。 

○低出生体重児の要因といわれる妊娠前・妊娠期の母親の適正体重の維持や喫煙、

飲酒等、予防可能な生活習慣の改善について、保健指導を行っていきます。 

○学校においても、肥満予防等に取り組むとともに、適切な食生活習慣を身につけるため

の食育を推進していきます。 

生活習慣がみるみる改善！！ 

親子ふれあい体操のススメ 

１ 生活の中に運動あそびを取り入れよう！ 

○ 脳や神経が著しく発達する時期に、様々な運動やあそびを体験させることで、体力の向上 
はもとより、生活リズムの改善や言語能力の発達、知的面での成長にも効果があります。 

○ 体温異常などの原因の多くは、遅寝・遅起き・朝食の欠食・運動不足です。子どもに早寝 
の習慣づけをするためには、運動あそびの時間を増やし、ぐっすり眠れるように疲れを誘発 
させることが大事です。 

２ 親子ふれあい体操で運動あそびの習慣づけを！ 

○ 小学生になると、授業以外で１日30分以上、週３日以上の運動をしている児童は、体力 
・運動能力が優れていることがわかりました※。運動の習慣づけは、幼児期から続けていく 

ことが重要です。子どもの将来のため、お父さん、お母さんのリフレッシュのため、親子ふ 
れあい体操を習慣づけましょう。   ※「神奈川県児童生徒・体力運動能力調査」

検索親子ふれあい体操リーフレット

『親子ふれあい体操リーフレット』
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イ－３ 高齢者の健康  

○今後、これまで以上に高齢化が進むことが予測されており、高齢者の健康の保持・増進、

要介護状態の予防や社会参加による活動等を実現するために、身体活動や運動・体力

の低下を防ぎ、高齢者が元気に生き生きとした生活をおくれるようにしていきます。

＜目 標＞ 

21  介護保険サービス利用者の増加の縮小 

基準値 Ｈ24 目標値 Ｈ37

介護保険サービス利用者数 26万人 37万人 

【介護保険事業状況報告】 

※ サービス利用者約26万人×1.5倍×97%(3％介護予防等で減)=37万人 

22 ロコモティブシンドローム（運動器症候群）を認知している県民の割合の増加 

基準値 Ｈ25 目標値 Ｈ34

ロコモティブシンドローム（運動器症候群）

を認知している20歳以上の県民の割合 
9.6％ 80％ 

【県民健康・栄養調査】 

23 低栄養傾向の高齢者の増加の抑制  

基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34

低栄養傾向（BMI20未満）の高齢者の割合 16.9％ 22％ 

※ 高齢者人口が増加しても、平成22年と平成34年の低栄養傾向の高齢者の割合 

  が同じという前提で設定

【厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データ、NDB(レセプト情報・特 

定健診等情報データベース)オープンデータ】

※各目標値の考え方については７４ページを参照 

＜現 状＞ 

（介護や支援を必要とする高齢者）

〇本県では、高齢者人口の増加、とりわけ７５歳以上の高齢者の大幅な増加に伴い、要介

護認定者数や介護保険サービスの利用者も増加傾向にあります。 

〇また、認知症高齢者が増加することも予測されています。 

（ロコモティブシンドローム（運動器症候群）） 

○ロコモティブシンドローム（運動器症候群）とは、運動器の障害のために自立度が低下し、

介護が必要となる危険性の高い状態をいいます。新しい言葉であり、県民への調査にお

いても、9.6％と認知されているとは言い難い状況です。 

※低栄養傾向：要介護や総死亡リスクが統計的に有意に高くなるＢＭＩ20未満を低栄養傾向

の指標とする。 
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（低栄養傾向） 

○厚生労働省保険局医療費適正化推進室提供データから、平成22年度の特定健康診

査の結果によると、65歳～74歳のBMI20未満の割合は16.9％でした。

＜課 題＞ 

○高齢者が要介護状態になることを予防する、また、その時期を遅らせる必要があ

ります。 

○高齢者が運動器の障害のために自立度が低下し、介護が必要となる危険性の高い

状態のロコモティブシンドローム（運動器症候群）について、意識をし、運動器の障害

を予防する必要があります。 

○高齢者は、食事の量が少なくなること、動物性たんぱく質の摂取量が少なくなる

ことから、低栄養に陥りやすいため、食事の摂り方などを改善し、体力低下を防

ぐ必要があります。 

＜取組み＞ 

○高齢者の健康づくりや介護予防を充実させていきます。 

○ロコモティブシンドローム（運動器症候群）の知識を普及するとともに、高齢者の

外出や運動を促す取組みを進めていきます。 

○高齢者の食事や栄養の改善を図るため、介護予防事業や栄養改善事業等などで、食生

活に関する普及啓発や保健指導を行っていきます。 

※ ロコモティブシンドローム（運動器症候群）： 

公益社団法人日本整形外科学会が、運動器の障害による要介護の状態や要介護リスク

の高い状態を表す新しい言葉として、２００７年（平成１９年）に提唱したもの。 

骨･関節、筋肉などの運動器の働きが衰えると、くらしの中の自立度が低下し、介護が必

要になる あるいは、ねたきりになる可能性が高くなる。このように運動器の障害のため、要

介護になったり、要介護になる危険の高い状態をロコモティブシンドロームという。 

高齢者の健康と介護予防のために

高齢者が元気にいきいきと暮らすためには、生きがいを持つことと日ごろの健康づく

りが大切です。 

近年では、ミニデイサービス、サロンなどと呼ばれる高齢者の居場所を提供する活動

が、各地で行われるようになりました。こうした活動は、高齢者が近隣の人々とふれあ

い、生きがいを持つきっかけとなっています。 

また、市町村や地域包括支援センターでは、介護を必要とする状態になることを予防

する教室をご案内しています。運動、栄養改善、口腔ケアの教室をはじめ、認知機能の

低下を予防する教室などが行われているところもあります。
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ウ 健康を支え、守るための社会環境の整備                   

○人々の健康は、社会経済環境の影響を受けることが明らかになってきており、県

民が健康への関心を高めるとともに、健康づくりに取り組みやすいように環境を

整備していく必要があります。 

○また、良い「コミュニティ」は、健康づくりにも良い影響を与えるといわれてい

るため、地域のつながりをはぐくみ、ソーシャルキャピタル（相互の信頼水準や

相互利益・相互扶助）を創出する取組みを進めていく必要があります。 

＜目 標＞ 

24  健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合の増加 

基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34

（参考値）健康や医療サービスに関係

したボランティア活動をしている割合 
2.7％ 25％

【社会生活基本調査】 

25 健康づくり事業等において、健康格差への対策を図っている市町村の増加 

基準値 Ｈ25 目標値 Ｈ34

健康づくり事業等において、健康格差

への対策を図っている市町村数 
30市町村 33市町村 

【県市町村調査(独自)】 

※各目標値の考え方については7４ページを参照 

＜現 状＞ 

○住民が楽しく主体性を発揮できる健康づくりの場が必要であり、主体的な活動を

把握する指標としてボランティア活動を参考値としてみていきます。 

平成23年の社会生活基本調査では、県で健康や医療サービスに関係したボランテ

ィア活動をしている割合は2.7％でした。 

○各市町村の健康指標の一つとして、平成17年の平均寿命（０歳の平均余命）を見ると、男

性は最長80.3年、最短77.8年と、その差は2.5年、女性は最長87.7年、最短84.4年で、そ

の差は3.3年でした。 

○市町村は各地域の特性に合わせた健康づくり事業により、健康格差対策等を図っ

ていく必要があります。市町村への調査では、30市町村が何らかの統計データや

調査等のデータを活用し、県・他市町村、自治体内の区域の比較等、健康格差の

把握をしていました。 

＜課 題＞ 

○今後、高齢化が進む中、介護サービスの利用者の増加、医療費の増加などが予測されて 

おり、地域の特徴や現状を踏まえた上で、効果的な健康づくり対策を展開していく必要が
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あります。 

○健康を支え、守るための社会環境が整備される指標として、県民が健康づくりに 

主体的に取り組んでいる状況や健康格差への対策を把握する必要があります。 

○また、社会経済環境、保健事業等への参加や利用の困難さなど社会的な問題を含 

む健康の状態に影響する様々な要因について、把握する必要があります。 

＜取組み＞ 

○県内の健康格差を把握するために、介護保険、人口動態統計などの健康指標につい

て定期的に情報収集・分析・提供を行います。 

○県民が健康づくりに主体的に取り組んでいる状況や、地域の特徴を踏まえた健康

格差対策の取組み状況について情報収集・提供を行います。 

 ○県民のボランティア活動に対しては、活動の場、情報、資金を提供することにより、ボラ

ンタリー活動の総合的支援を行います。 

○また、市町村においては住民の生活習慣や地域の社会資源、健康状態や影響する要

因等を加味して、効果的な健康づくりを進めていきます。 

 ○健康で医療費の少ない地域の背景には、良い「コミュニティ」があることが指摘されてい

ます。今後も県民、団体、企業、学校、行政等が一体となり、民間のコミュニティや仲間

づくりの視点に立ち、地域における生涯学習やスポーツなどの各分野の活動と連携をし

て健康づくりを促進していきます。 

ヘルスメイト（食生活改善推進員）を知っていますか？ 

“私たちの健康は私たちの手で”を合言葉 

に、「ヘルスメイト」の愛称で食生活改善や

健康づくりのボランティア活動を行う人たち

です。食生活改善推進員になるには、市町村

が開催する研修会に参加し、食生活改善や健

康づくりに関する講習を受けることが必要で

す。 

食生活改善推進員は、研修会や講演会を通 

じて資質の向上に努めながら、料理教室や食 

育講座を開催したりイベント等に参加して、 

地域における食生活改善や健康づくりのサポ 

ートをしています。 

おおいいししくく たたののししくく

健健康康にに！！
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エ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康づくり、飲酒、 喫煙及び

歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善の促進（未病を治す取組み） 

○旧プランでは、県民一人ひとりの健康づくりに着目をして健康づくりを推進して

きました。今後も県民一人ひとりの健康づくりを支援していきます。 

○栄養・食生活や運動・身体活動、休養等の健康的な生活習慣の普及を通して、県

民の健康の保持・増進を図るとともに、生活習慣病の予防を推進していきます。 

○また、県では、「医食農同源」として、食を中心とした健康の保持・増進を図る  

取組みを進めています。これは、「未病」の状態を改善するという食の大切さに

着目した考えであり、県民の健康に役立つ健康観です。 

栄養・食生活 

＜目 標＞ 

26 適正体重を維持している者の割合の増加 

    基準値 

H21～H23 

目標値 Ｈ34 

２０～６０歳代 男性の肥満者の割合 28.2％ 25％ 

４０～６０歳代 女性の肥満者の割合 17.2％ 15％

２０歳代   女性のやせの割合 21.2％ 20％ 

【県民健康・栄養調査】

27 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者 

の割合の増加     

    基準値 Ｈ25 目標値 Ｈ34 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事

が１日２回以上の日がほぼ毎日の者

の割合 

61.9％ 80％ 

【県民健康・栄養調査】  

※未病：まだ病気になっていないが放っておくと病気になる可能性のある状態のこと。

※「医食農同源」：病気を治療するのも、日常の食事をするのも、ともに生命を養い健康に保つ
ために欠くことのできないもので、源は同じだという考えに、さらに食材を育て
る「農」を取り込んだ健康観 
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28  食塩一日摂取量が８ｇ未満の者の割合の増加  

基準値 

H21～H23 
目標値 Ｈ34

食塩一日摂取量 ８ｇ未満の者の割合 28.1％ 56％ 

（参考）食塩の一日平均摂取量を８ｇ未満に減少 

      基準値（平成21～23年度 10.6ｇ） ⇒ 目標値（平成34年度 ８ｇ未満）     

【県民健康・栄養調査】 ※食塩８ｇはナトリウム約3150mg  

29 野菜一日摂取量が350ｇ以上の者の割合の増加 

基準値  

H21～H23 
目標値 Ｈ34

野菜一日摂取量 350ｇ以上の者の割合 26.8％ 45％ 

（参考）野菜の一日平均摂取量を350ｇ以上に増加 

基準値（平成21～23年度 268.8 ｇ） ⇒ 目標値（平成34年度350ｇ以上）

【県民健康・栄養調査】

30 果物一日摂取量が100ｇ未満の者の割合の減少 

    基準値 

H21～H23 

目標値 Ｈ34

果物一日摂取量 100ｇ未満の者の割合 61.3％  30％ 

(参考)果物の一日平均摂取量を100ｇ以上に増加、基準値（平成21～23年度 104.7ｇ） 

【県民健康・栄養調査】 

31 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる共食の回数の増加 

    基準値H24 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ34

朝食又は夕食を家族と 

一緒に食べる共食の回数
９回/週 週10回以上 週11回以上

【県民ニーズ調査】 

      ※平成30年度から「朝食または夕食を家族と一緒に食べる共食の回数」は、 

「朝食・夕食を同居の人と食べている回数」とする。 

32 栄養成分（４項目）を表示している特定給食施設の割合の増加 

 基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34

栄養成分（４項目）を表示している特

定給食施設の割合
83.7％ 100％ 

【県健康増進・栄養・食生活事業実績報告】  

         ※４項目：エネルギー、たんぱく質、脂質、塩分

※食育（共食）に関するH29の目標値は、「第２次神奈川県食育推進計画」 、

H34の目標値は、「第３次神奈川県食育推進計画」 にて設定。
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※各目標値の考え方については７４、７５ページを参照 

＜現 状＞ 

（適正体重） 

○体重はライフステージをとおして、主要な生活習慣病（循環器疾患、がん、糖尿

病）や健康状態（女性の体重とこどもの出生時体重、高齢者の体力等）との目安

になるなど関連が高いものです。 

○平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると男性の20～60歳代の肥満の割合は 

28.2％であり、平成22年の国民健康・栄養調査の全国31.2％よりも少ない傾向に

あります。 

○平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると女性の40～60歳代の肥満の割合は 

17.2％であり、平成22年の国民健康・栄養調査の全国22.2％よりも少ない傾向にあり

ます。 

○平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると女性の20歳代のやせの割合は

21.1％であり、平成22年の国民健康・栄養調査の全国29.0％よりも少ない傾向に

あります。 

(食事のバランス) 

○平成25年度の県民健康・栄養調査の結果によると、主食・主菜・副菜をそろえて

食べるようにしている人の割合は61.9％でした。 

(食塩) 

○食塩の摂取については、平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると県民一人

当たりの平均摂取量は10.6gであり、平成22年の国民健康・栄養調査の全国10.6ｇ

と同じ数値です。 

○また、県民一人当たりの塩分摂取量８g未満の者の割合は28.1％でした。 

(野菜) 

○平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると、県民一人当たりの野菜の１日の

摂取量は268.8ｇであり、平成22年の国民健康・栄養調査の全国281.7ｇより少な

い状況です。 

○また、県民一人当たりの野菜摂取量350g以上の者の割合は、26.8％でした。 

(果物) 

○県民一人当たりの果物摂取量100未満の者の割合は、61.3％で、平成22年の国民健

康・栄養調査の全国61.4％とほぼ同じ割合でした。 

○また、平成21～23年度の県民健康・栄養調査によると、県民一人当たりの果物の

※ 特定給食施設：健康増進法に規定されている、特定かつ多数の者に継続的に食事を供給

する施設。 
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１日の摂取量は104.7ｇで、平成22年の国民健康・栄養調査の全国102.4ｇよりや

や多い状況です。 

(共食)

○第２次神奈川県食育推進計画では、「朝食又は夕食を家族と一緒に食べる回数」

が指標として設定されました。 

○平成24年の県民ニーズ調査の結果、成人の一週間に「朝食又は夕食を家族と一緒

に食べる回数」は国と同様に９回でした。 

(栄養成分表示) 

○県域の特定給食施設では、利用者の食生活の改善のため、平成23年度栄養成分

（４項目）を表示している施設は 83.7％でした。 

＜課 題＞ 

○県民一人ひとりが生活習慣病の予防や健康状態を維持・改善するよう取り組むと

ともに、それを支援する仕組みが必要です。 

○家族と暮らしていながら一人で食事をとることが見受けられるなど、食を通じた

コミュニケーションが取りにくくなるとともに、バランスのよい食事の摂取や基

本的な生活習慣の確立などが困難になります。 

○特定給食施設の利用者や県民に対して、栄養成分表示や栄養摂取量等を含めた適

切な栄養・食生活に関する情報提供をする必要があります。 

＜取組み＞ 

○県民一人ひとりが健康的な生活を送れるように、健康教育や広報等を通じて、「（新）かな

がわ健康づくり１０か条」の普及を進めていきます。 

○家族が食卓を囲んで共に食事を食べながら、コミュニケーションを図る共食を推進してい

きます。 

○適切な栄養・食生活を維持するために、栄養成分表示などについて、特定給食施設の管

理者や県民に情報提供を行います。 

○特定給食施設の管理者や栄養士等を対象に研修等を開催し、人材育成に努めます。 

○食生活の改善を通して、病気を予防する（未病を改善する）ために、県内の研究機関等と

連携して県内産食材の持つ体に良い機能の研究やその食材を使用したメニュー開発を

行っていきます。 

○また、医療、歯科医療、薬事、栄養、農業など各分野の有識者を構成員とする研究会を

設置して、県民に医食農同源の取組みや、食の大切さ、開発したメニューの普及啓発の

方法などを検討して、取組みを進めていきます。 
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医食農同源を知っていますか？ 

「医食農同源」とは、病気の治療をするのも、日常の食事をするのも、ともに生命を

養い健康を保つために欠くことのできないもので、源は同じだという考えに、さらに食

材等を育てる｢農｣を取り込んだ健康観です。 

 若い人も高齢者も、元気で健康に暮らすことができるよう、地産地消や食育等を通

した医・食・農が連携した取組みが求められています。そこで、医・食・農の各分野の

専門家などにより、医食農同源のあり方を研究するとともに、生活習慣病予防に役立

つ高機能性を有する県内産農産物を研究し、県内産農産物を活用したメニューなど

を活用し、食を中心とした病気にならない健康づくりを普及していきます。 



 49

身体活動・運動 

○身体活動は安静にしている状態よりも多くのエネルギーを消費する全ての動きのことで、

運動とはスポーツ、体操やフィットネスなどの意図的な身体活動を指します。 

○身体活動や運動の量が多い人は、身体活動や運動の量が少ない方よりも生活習慣病の  

発症リスクが低いことが実証されています。 

○身体活動・運動の不足は喫煙、高血圧に次いで非感染性疾患の危険因子の1つである

ため、生活習慣病予防のために身体活動の活性化や運動習慣の増加を推進していく必

要があります。 

＜目 標＞ 

33  成人の日常生活における歩数の増加  

【県民健康・栄養調査】  

34  成人の運動習慣者（１回30分、週２回以上の運動を１年以上継続している者）の割合

の増加 

    基準値  

Ｈ2１～H23 

目標値 Ｈ34 

20～59歳 男性の割合  28.9％ 39％  

女性の割合  28.0％ 38％ 

60歳以上 男性の割合 56.3％ 66％   

女性の割合 40.2％ 50％ 

【県民健康・栄養調査】 

※各目標値の考え方については７５ページを参照 

＜現 状＞ 

○平成21～23年の県民健康・栄養調査によると、日常生活における平均の歩数は、

20～59歳 男性 8,683歩、女性 8,079歩、60歳以上 男性 7,028歩、女性 5,599

歩です。

○参考までに、国民健康・栄養調査(平成18～22年の集計データ)によると、成人

（20歳以上）の歩数の県の平均は、全国平均よりも高くなっています。  

    基準値  

Ｈ2１～H23 

目標値 Ｈ34 

20～59歳 男性  8,683歩 9,500歩 

女性  8,079歩 9,000歩 

60歳以上 男性 7,028歩 8,000歩 

女性 5,599歩 6,500歩 
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  男性 7,796歩 全国第３位（全国7,225歩） 

女性 6,988歩 全国第２位（全国6,287歩）   

○平成21～23年の県民健康・栄養調査によると、運動習慣を持っている人の割合は、20

～59歳代よりも60歳以上の人の方が多くなっています。  

＜課 題＞ 

○県民の歩数は全国的にみると多い傾向です。生活習慣病予防につながる１日の歩 

 数は、8,000歩～10,000歩（健康づくりのための運動指針2006）以上を推奨されて

いますが、60歳以上は生活習慣病予防につながる歩数より少ないことから、今後

も日常生活における歩数の増加等を図る必要があります。

○また、日常生活における歩数は自ら県民が運動量を確認できる指標として、身近

であるため、計測等を習慣づける必要があります。

○ 生活習慣病予防に効果のある運動習慣（１回30分、週２回以上の運動を１年以上継

続している者）は、20～59歳 男性 28.9％、女性 28.0％、60歳以上 男性 

56.3％、女性 40.2％と60歳以上の運動習慣が高い傾向にあります。

＜取組み＞ 

○3033（ｻﾝﾏﾙｻﾝｻﾝ）運動の推進や身近な「ウォーキング」の普及などを通じて、日常生活 

における歩数や運動量の増加を目指していきます。 

〇県民の誰もが、それぞれの興味・目的や、体力、技術等に応じて、運動・スポーツに親し 

めることを目指し、人材育成や様々なイベントの開催等に取り組むとともに、スポーツをす

る場の充実などを図っていきます。 

｢3033
ｻ ﾝ ﾏ ﾙ ｻ ﾝ ｻ ﾝ

運動｣で健康生活を！！
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休養・こころの健康づくり 

○睡眠をとることは、心身の疲労の回復など、健康状態に影響するため、質のよい睡眠をと 

ることが大切です。 

○この質のよい睡眠とは、睡眠時間の長短や夢を見たなどではなく、目覚めた時によく眠れ 

た、すっきりしたという実感が得られることが目安となります。 

○特に、睡眠不足は疲労感をもたらし、情緒を不安定にするなど、健康に影響するものであ 

るため、睡眠を含む休養について取組みを進めていきます。

＜目 標＞ 

35  目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少 

    基準値 

Ｈ2１～H２３ 

目標値 Ｈ34 

男性の割合 23.9％ 20％以下  

女性の割合 23.3％ 20％以下   

【県民健康・栄養調査】 

36  週労働時間60時間以上の就業者の割合の減少 

    基準値 Ｈ19 目標値 Ｈ34 

年間200日以上の就業で週労働

時間60時間以上の就業者の割合
15.2％ 減少

【就業構造基本調査】    

※ 割合＝(60～64時間＋65時間以上)の就業者数/200日以上の就業者数*100 

※各目標値の考え方については７５ページを参照 

＜現 状＞ 

○旧プランの中の、目覚めた時に疲労感が残る者の割合を20％未満にするという目標に対

しては、最終評価において目標に達成しておらず、改善が見られませんでした。 

○また、平成23年社会生活基本調査では、全国の中で本県の睡眠時間が最も短いという調査結果 

でした。 

○平成19年の就業構造基本調査によると(年間200日以上の就業)、週労働時間60時間以  

上の就業者の割合は、15.2％でした。

＜課 題＞ 

○睡眠不足は疲労感をもたらし、情緒を不安定にするなど、生活や健康に影響します。 

○ワーク･ライフ･バランスの推進等により、働き方の見直しを進め、労働時間の短縮を図る 

必要があります。 

＜取組み＞ 

○睡眠は身体や精神の健康等と密接に関連しているため、睡眠等の休養について生活習

慣病予防の中で普及していく必要があります。 

○労働者の心身の健康の確保及び事業主に対する各種啓発を行っていきます。
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飲 酒

○飲酒量は、少ないほど生活習慣病のリスクを低くするといわれています。 

○女性は男性に比べて飲酒による肝臓障害などを起こしやすく、アルコール依存症  

に至るまでの期間も短いなど、健康への影響をきたすという特徴があるため、適 

量の飲酒等の啓発を推進していく必要があります。

＜目 標＞  

37 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者（成人１日当たりの純 

アルコール摂取量 男性40ｇ以上、女性20ｇ以上の者）の割合の減少 

    基準値 

 Ｈ21～H23 

目標値 Ｈ34 

男性 40g以上(日本酒約２合)の割合 17.7％ 15％  

女性 20g以上(日本酒約１合)の割合  8.1％ 7％ 

【県民健康・栄養調査】 

38 未成年者の飲酒をなくす（０％にする） 

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

男性 15歳以上20歳未満の割合 20.8％ 0％ 

女性 15歳以上20歳未満の割合 15.8％ 0％ 

 【県民健康・栄養調査】 

 39 妊娠中の飲酒をなくす（０％にする）  

    基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

妊娠中の飲酒の割合 4.5％ 0％ 

【市町村へ調査】 １１市町村（飲酒率＝飲酒あり/妊娠届件数*100） 

※各目標値の考え方については７５ページを参照 

＜現 状＞ 

○旧プランでは、一日のアルコールを３合以上飲む人の割合を、ベースライン値の男性

11.2％、女性6.3％から２割減らすことを目標にしていましたが、最終評価では減少せず

変わらないという状況でした。 

○旧プランの最終評価の際には、行政、各団体等で取組みが最も少ない分野でした。 

○未成年の飲酒は、最終評価で女性が減少はしたものの、目標の０％には至りませんでし 

た。 

○妊娠中の飲酒について、平成24年度の調査では、33市町村中１１市町村が状況を確認 

をしており、平成23年度の妊娠届件数 11,084件中498人が妊娠中に飲酒をしていました。 
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＜課 題＞ 

○男性・女性とも生活習慣病のリスクが高まる大量飲酒については、予防する必要がありま  

す。 

○また、未成年者の飲酒は、成長を妨げる他、臓器障害など身体に悪影響を及ぼすことか  

ら、情報提供等を行い、無くしていく必要があります。 

○妊娠中の飲酒は、妊婦自身の合併症のリスクを高めるだけでなく、胎児性アルコール症  

候群等を引き起こすとされていることから、妊娠中の飲酒を無くしていく必要があります。 

＜取組み＞ 

○成人においては、適量飲酒を普及するために、普及啓発や保健指導を行っていきます。 

○未成年者や妊娠中の飲酒については、特に身体に与える影響が大きいことから、普及啓  

発や母子保健事業の中で保健指導を行っていきます。 

お酒は自分に合った量を。飲みすぎに注意 

○節度ある飲酒量は、１日平均純アルコールで約20ｇです。 

お酒に換算すると次のとおりです。 

○お酒の量とともに、飲み方にも気をつけましょう。 

   アルコールは入眠効果がありますが、深い眠りを妨げてしまいます。アルコール

の血中濃度が下がる頃には、覚醒させる作用があります。そのため、寝酒は熟

睡感が得られないので、やめましょう。 

賢く飲むためのポイント

１ 楽しく

早飲み、一気飲みは飲みすぎのもと。ゆっくり飲むと肝臓への負担が少ない。

２ ゆっくり

良質なたんぱく質やビタミン類の豊富なおつまみを選ぶと肝臓の代謝機能が 

高まる。ただし塩分は控えめに。  

３ 食べながら

肝臓へ負担をかけ続けない。肝臓にもお休みが必要。 

４ 週に2日は休肝日 

年に1回は定期健康診断を受け、健康管理をしながら、身体を守ろう。

５ 定期的に健康チェック

やけ酒は飲みすぎのもと。お酒そのものより雰囲気や会話を楽しむ。 

不眠や不安を解消するために飲まない。 

○日本酒なら１合          ○ビールなら中ビン１本 

○ウィスキーならダブル１杯      

○ワインなら２杯程度                ○焼酎(25度)なら2/3合 
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喫 煙 

○喫煙者は、がんや循環器疾患、慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ)などの呼吸器疾患、  

糖尿病、周産期の異常等を生じる割合が非喫煙者より高くなります。 

○特に、受動喫煙は、虚血性心疾患、肺がん、乳幼児の喘息や呼吸器感染、乳児突 

然死症候群等の原因となることから、受動喫煙防止対策が必要となります。 

＜目 標＞ 

 40 成人の喫煙率の減少 

基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ29 ※１ 目標値 Ｈ34 ※２

男性 30.8％ 25％ 21.5％ 

女性 8.3％ 6％ 4.4％ 

【県民健康・栄養調査】 

※１ 成人喫煙率から禁煙希望者、男性30.3％、女性46.9%全員が禁煙した場合の 

割合を減じた割合が平成34年度に達成されるとし、それに向けて段階的に低下 

する割合の平成29年度時点の数値を目標として設定。 

※２ 基準値から禁煙希望者（男性30.3％、女性46.9％）全員が禁煙した場合の割合 

を減じた割合が平成34年度に達成されるとした喫煙率を目標として設定。 

 41 未成年者の喫煙をなくす（０％にする） 

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ29 目標値 Ｈ34 

男性 15歳以上20歳 

未満の割合
8.3％ 0％ ― 

女性 15歳以上20歳 

未満の割合 
5.3％ 0％ ― 

【県民健康・栄養調査】 

 ※「神奈川県がん対策推進計画（平成30年度～平成35年度）」では目標値を設定して 

いない。 

42 妊娠中の喫煙をなくす（０％にする）   

    基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34

妊娠中の喫煙の割合 3.5％ 0％ 

【県市町村調査(独自)】 23市町村（喫煙率＝喫煙あり/妊娠届件数*100）

43 公共的施設で受動喫煙を経験した人の割合の減少  

【受動喫煙に関する県民意識調査】 

    基準値 Ｈ27 目標値 Ｈ35 

公共的施設で受動喫煙を経

験した人の割合の減少 
25.5％ 9.8％ 
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※平成29年度までは、目標を「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の 

適切な施行により、公共的施設での受動喫煙に遭遇する機会を減らす。受動喫 

煙による健康への悪影響についての普及啓発を進め、職場や家庭での遭遇機 

会を減らす。」として設定。 

※各目標値の考え方については７６ページを参照 

＜現 状＞ 

○成人の喫煙率は平成22年県民健康・栄養調査によると男性30.8％、女性8.3％でした。   

○未成年者の喫煙率は平成22年県民健康・栄養調査によると男性 8.3％、女性 5.3％  

でした。 

○妊娠中の喫煙について平成24年度調査では、33市町村中23市町村で確認をしており、

平成23年度の妊娠届件数 20,726件中731人が妊娠中に喫煙をしていました。

＜課 題＞ 

○県民に広く、たばこの害（慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ)を含む）について伝える

必要があります。 

○たばこをやめたいと思う人に卒煙（禁煙）の支援が必要です。 

○未成年者や妊娠中の喫煙は身体等へのリスクが高いため、情報提供などにより喫

煙をなくす必要があります。 

＜取組み＞ 

○県民に広く、たばこの害について普及啓発をしていきます。 

○生活習慣改善に向けた情報提供を引き続き実施するとともに、たばこをやめたい、

減らしたい者への卒煙(禁煙)サポートによる喫煙率の低下に向けた取組みを行い

ます。 

○未成年者に対しては、喫煙防止教育等で広くたばこの害を周知し、喫煙防止対策

をしていきます。 

○妊娠中の喫煙は赤ちゃんの健康にも影響をするため、妊娠中の喫煙及び出産後の

再喫煙をなくすように禁煙等啓発や保健指導をしていきます。

○今後も、神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例に基づく受動喫煙防止対策

を進めていきます。 

※喫煙に関するH29の目標値(40,41)は、「神奈川県がん対策推進計画（平成

25年度～平成29年度）」、H34、35の目標値（40,43）は、「神奈川県がん対策推

進計画（平成30年度～平成35年度）」にて設定。
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子どもの喫煙と受動喫煙について 

子どもの喫煙は健康への悪影響が大き

く、大人になってから喫煙を始めた人よりも

「がん」や「心臓病」にかかりやすくなるほ

か、大人に比べて短期間で「ニコチン依存

症」になるといわれています。 

また、受動喫煙により子どものアレルギー

性鼻炎、気管支炎、喘息、肺機能の低下、

そして、中耳炎などのリスクが高くなることが

分かっています。 

子どもの喫煙・受動喫煙を防ぐために、 

「子どもの手の届くところや目につくところにたばこを置かない」「子どもの前でたばこ

を吸わない」「子どもを喫煙所や喫煙席に立ち入らせない」ことが大切です。
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歯・口腔の健康 

○歯と口腔の健康は、全身の健康の保持増進に寄与し、さらに口から食べる喜びや

楽しみ等を通じ、精神的な健康や、社会的な健康にも大きく影響することから、

歯と口腔の健康づくりを進めていきます。 

＜目 標＞ 

（口腔機能の維持・向上） 

44  60歳代における咀嚼（そしゃく）満足者の割合の増加

    基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

60歳代における咀嚼満足者の割合 70.3％ 80％ 

【県民歯科保健実態調査】 

（歯の喪失防止）

45  80歳(75～84歳)で20本以上の自分の歯を有する者の割合の増加   

    基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

80歳(75～84歳)で20本以上の自分の

歯を有する者の割合 
34.6％ 65％ 

【県民健康・栄養調査】  

46  60歳(55～64歳)で24本以上の自分の歯を有する者の割合の増加  

【県民歯科保健実態調査】

47  40歳(35～44歳)で喪失歯のない者の割合の増加 

 基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

40歳(35～44歳)で喪失歯のない者

の割合 
46.2％ 65％ 

【県民歯科保健実態調査】 

（歯周病を有する者の割合の減少） 

48   20歳代における歯肉に異常所見のない者の割合の増加 

 基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

20歳代における歯肉に異常所見の

ない者の割合 
41.2％ 50％ 

【県民歯科保健実態調査】 

    基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

60歳(55～64歳)で24本以上の自分

の歯を有する者の割合 
75.4％ 85％ 

※ 咀嚼満足者：「何でも噛んで食べることができる」と感じている人。
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49  40歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 

 基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

４０歳代における進行した歯周疾患

を有する者の割合 
24.7％ 15％ 

【県民歯科保健実態調査】 

50  60歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少       

 基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

６０歳代における進行した歯周疾患

を有する者の割合 
74.3％ 65％ 

【県民歯科保健実態調査】 

（乳幼児･学齢期のむし歯のない者の増加） 

51  ３歳児でむし歯がない者の割合が80％以上である市町村の増加 

     基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

３歳児でむし歯がない者の割合が

80％以上である市町村 

18市町村

（54.5％） 

33市町村 

（100％） 

【県母子保健報告】

52  12歳児の一人平均むし歯数が1.0本未満である圏域の増加 

     基準値 Ｈ22 目標値 Ｈ34 

12歳児の一人平均むし歯数が1.0本

未満である圏域 

５圏域 

（62.5％） 

８圏域 

（100％） 

【神奈川県12歳児学校歯科健康診断結果調査】 

（定期的な歯科検診を受診する者の割合の増加） 

53   過去1年間に歯科検診を受診した者の割合の増加   

     基準値 Ｈ23 目標値 Ｈ34 

過去1年間に歯科検診を受診した者

の割合 
41.1％ 70％ 

【県民歯科保健実態調査】 

※各目標値の考え方については７６、７７ページを参照 

※歯・口腔の健康に関する目標は、「神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進計

画」にて設定。
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＜現 状＞ 

○むし歯を有する幼児や児童、生徒は年々減少していますが、地域等による差が見

られます。また、生活習慣などむし歯に関連する背景要因も地域による違いが認

められています。 

○成人における一人平均の歯の本数及び健全歯数は年々増加していますが、進行し

た歯周病を有する人の割合は加齢とともに増加し、60歳代が最も割合が高い状況

です。 

○75歳以上の高齢者では、一人平均の歯の本数が、何でも不自由なく食べられる歯

の本数（20本）以下に減少するとともに、咀嚼・嚥下（えんげ）等の口腔機能の低

下が見られます。 

＜課 題＞ 

○幼児や児童、生徒のむし歯の多い地域では、むし歯に関連する背景要因の把握や、

背景要因に基づいたむし歯予防対策が必要です。 

○児童、生徒では、主体的にむし歯や歯肉炎予防に取り組めるよう、歯と歯肉の自

己観察習慣やセルフケアをする力を高める必要があります。 

○成人では、むし歯及び歯周病が進行する前からの早期予防対策として、かかりつ

け歯科医を持ち、定期的な歯科検診や歯面清掃を受けることが必要です。 

○高齢者では、むせや誤嚥（ごえん）、窒息などを予防し、おいしく、楽しい食事や会

話ができるよう、口腔機能の維持・向上を図ることが必要です。 

＜取組み＞ 

○むし歯に関連する背景要因やフッ化物応用等むし歯予防に関する情報提供、むし

歯多発傾向児への早期対応等に取り組むとともに、食育分野と連携し、噛ミング

30（かみんぐさんまる）を推進します。 

○児童、生徒が主体的にむし歯や歯肉炎予防に取り組む力を高めるため、歯と歯肉

の自己観察習慣の方法などの普及啓発を行います。 

○定期的な歯科検診及び歯科保健指導の実施などの充実を図るとともに、セルフケ

アの重要性等について普及啓発を行います。 

○歯と口腔の健康は、全身の健康の保持増進に重要な役割を果たすことについて情

報提供をします。 

○歯と口腔の健康づくりボランティアである8020（はちまるにいまる）運動推進員等を

活用し、健口（けんこう）体操など、口腔の健康づくりに関する普及を通じて8020運

動を推進し、県民主体の歯と口腔の健康づくりに取り組みます。 
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※ 噛ミング３０（かみんぐさんまる）： 

より健康な生活を目指す観点から、ひとくち30回以上噛むことを目標とした、歯科

保健分野からの食育を推進する運動

※ ８０２０（はちまるにいまる）運動： 

８０歳になっても自分の歯を２０本以上保つための取組み

※ 健口体操（けんこうたいそう）： 

顔や舌の筋肉を動かしたり、唾液の分泌を促すことで、噛む、飲み込む、話すなどの

機能を維持・向上させる体操

※ 誤嚥（ごえん）：飲食物、食べかす、唾液、細菌などが誤って気道に入ること 

※ 嚥下（えんげ）：咀嚼により形成された食塊が、口腔内から咽頭、食道を経て胃 

の中に送り込まれるまでの一連の過程 
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（３）個人の取組み目標 

  生活習慣の改善は個人の対応によるところが大きく、県民一人ひとりが健康づくりに取り

組むことができるよう、「（新）かながわ健康づくり１０か条」を提唱し、普及していきます。 

テーマ： （新）かながわ健康づくり10か条 ～健康は一日にしてならず～ 

１  適正体重をキープしよう

【具体的行動】 

 １ 自分の適正体重を知ろう    

２  １ヶ月に１回は体重を計ろう     

 〇ＢＭＩ(Body Mass Index）：の簡易早見表   

1 8 0 c m 5 9 . 9 5 9 . 9 8 1 . 0 8 1 . 0

1 7 5 c m 5 6 . 7 5 6 . 7 7 6 . 6 7 6 . 6

1 7 0 c m 5 3 . 5 5 3 . 5 7 2 . 3 7 2 . 3

1 6 5 c m 5 0 . 4 5 0 . 4 6 8 . 1 6 8 . 1

1 6 0 c m 4 7 . 4 4 7 . 4 6 4 . 0 6 4 . 0

1 5 5 c m 4 4 . 4 4 4 . 4 6 0 . 1 6 0 . 1

1 5 0 c m 4 1 . 6 4 1 . 6 5 6 . 3 5 6 . 3

1 4 5 c m 3 8 . 9 3 8 . 9 5 2 . 6 5 2 . 6

1 4 0 c m 3 6 . 3 3 6 . 3 4 9 . 0 4 9 . 0

k g 未 満 kg 以 上 k g 未 満 k g以 上

身 長
（ ｃ ｍ ）

や せ
（ B M I 1 8 .5 未 満 ）

ふ つ う
（ B M I 1 8 . 5以 上 B M I 2 5未 満 ）

肥 満
（ B M I2 5 以 上 ）

※ＢＭＩは体重[Kg]／（身長[ｍ]）２ で算定し、もっとも病気になりにくいのはＢＭＩ＝２２といわれています。

２ おいしく、楽しく、きちんと食べよう 

【具体的行動】  

１日の中で… 

○３食食べて、生活リズムを整えよう 

○揚げ物など油の多いものは控えめに 

○味の濃いもの（塩分）は控えめに 

○牛乳・乳製品を毎日食べよう 

○果物を毎日食べよう 

○家族や仲間と一緒に楽しく食べよう 

１食の中で･･･ 

○主食・主菜・副菜をそろえて食べよう 

・主食(ごはんやパン等)を必ず 

・主菜（肉や魚等のおかず）を１皿 

・副菜（野菜のおかず）は1～2皿 
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３ 体を動かそう

【具体的行動】 

 １ 一日に歩く時間を10分増やそう  (今の生活に1,000歩増加) 

２ 階段を利用する、掃除など生活の中で体を動かそう 

４ ぐっすり眠って、休養を取ろう

【具体的行動】 

      1 朝起きた時にすっきり目覚められることを、睡眠の目安にしよう

２ 充分な睡眠をとるために日ごろの生活環境を整えよう 

５  ストレスをためないようにしよう 

【具体的行動】  

１ ストレス解消法をたくさん持とう  例）運動、睡眠など 

２ その日のストレスはその日のうちに解消しよう 

３ 生活リズムを整えよう。仕事と休養のバランスをよく 

６ たばこを吸わない・やめよう 

【具体的行動】  

１ 禁煙したいと思った時がチャンス。禁煙にチャレンジしよう 

２ 未成年者はたばこを吸わない 

３ 妊婦の喫煙は赤ちゃんにも影響するので、たばこを吸わない、やめよう 

４ 周囲の人へたばこの煙を吸わせない 

７  お酒は自分に合った量を。飲みすぎに注意

【具体的行動】  

１ お酒はほどほど(適量)に。多量飲酒を控えよう 

 １日純アルコール量は 男性４０ｇ、女性２０ｇ以上は病気のリスクを高めます 

２ 未成年者はお酒を飲まない 

３ 赤ちゃんができたら、赤ちゃんの健康のため、お酒はがまん  

お酒の純アルコールの換算目安 （適度な飲酒の目安）

種  別

ビール

（中瓶 1 本・

500ml）

清酒

（1 合・180ml）

ウィスキー

（60ml）

焼酎

（１合 180ml）

ワイン

（１杯 120ml）

アルコール濃度 5％ 15％ 43％ 25％ 12％

純アルコール量 20ｇ 22ｇ 20ｇ 36ｇ 12ｇ
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８ いつまでもおいしく食べるための歯と口腔づくり 

【具体的行動】  

１ 健
けん

口
こ う

体操で口腔機能の維持・向上 

２ かかりつけ歯科医を持って、年に1度は歯科検診 

３ なんでもよく噛み、おいしく食べよういつまでも 

４ 鏡を見て、歯と歯肉のセルフチェック 

５ 忘れずしよう、歯みがきと歯間の清掃 

９ 若い時から健康や生活習慣をチェックしよう 

【具体的行動】 

１ 30歳代からメタボリックシンドロームや生活習慣病を予防するため、年１回

は食生活・運動・生活習慣を見直そう 

２ 職場健診、特定健診、がん検診、人間ドックなど、計画的に健診（検診）を

受けよう 

３  健診（検診）後の精密検査が必要な場合は、必ず受診しよう 

４  家族や仲間を誘って受診しよう 

10  健康づくりのコツは仲間づくり 

     【具体的行動】 

     応援や励ましてくれる人、一緒に取り組む人を見つけよう  
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（４）ライフステージに応じた取組み                

○第３章の「３ 具体的な目標」で示した目標についてライフステージ別、主な分 

 野別に取組みを整理しました。 

幼年期 少年期 青年期 壮年期 中年期 高年期

０～４歳 ５～14歳 15～24歳 25～44歳 45～64歳 65歳以上

小学校５年生

　17　朝食を欠食する割合の減少

　20　肥満傾向の割合の減少

23  低栄養傾向
　　 の高齢者の増
     加の抑制

26   適正体重を維持している者の割合の増加

　　　　　27　主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加

　　　　　 　　　　　　28　食塩一日摂取量が8ｇ未満の者の割合の増加

　　　　　　29　野菜一日摂取量が350ｇ以上の者の割合の増加

　　　　　　30　果物１日摂取量が100ｇ未満の者の割合の減少

　　　　　31　朝食又は夕食を家族と一緒に食べる共食の回数の増加

32　栄養成分（４項目）を表示している特定給食施設の割合の増加

　　　　　　33　成人の日常生活における歩数の増加

　　　　　　34　成人の運動習慣者の割合の増加

　　　　　　35　目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少

　　　　15　自殺者数の減少

　　　　16　気分障害（躁うつ病を含む）の患者数の減少

38　未成年者の飲酒をなくす

　 　　　　　　39　妊娠中の飲酒をなくす

　　　　　　40　成人の喫煙率の減少

41　未成年者の喫煙をなくす

　　　　　　42　妊娠中の喫煙をなくす

　　　　　　12　慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ）の認知度の向上

飲
酒

喫
煙

　　　　　　22　ロコモティブシンドローム（運動器症候群）を認知している
　　　　　　     県民の割合の増加

36　週労働時間60時間以上の就業者の割合の減少（年間200日以上の就業）

　　　　　　37　生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の
　　　　　　      割合の減少

　　　　　　43　神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の適切
　　　　　　　 　な施行により、受動喫煙に遭遇する機会を減らす。受動喫
　　　　　　　　 煙による健康への悪影響について普及啓発を進め、職場・
                  家庭での受動喫煙の遭遇機会を減らす

　　　　     平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸をはかる　 

　　　　     県内の各地域の健康格差の縮小をはかる

主な
分野

栄
養
・
食
生
活

身
体
活
動
・
運
動

休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康

18　子どもの週３回以上のスポーツ
      実施率の増加、非実施率の減少
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幼年期 少年期 青年期 壮年期 中年期 高年期

０～４歳 ５～14歳 15～24歳 25～44歳 45～64歳 65歳以上

44　60歳代にお
     ける咀嚼満
     足者の割合
     の増加

46　60歳で24本
     以上の自分
     の歯を有す
     る者の割合
     の増加

49　40歳代にお
     ける進行した
     歯周疾患を
     有する者の
     割合の減少

51 ３歳児でむし
　　歯のない者の
　　割合が80％以
　　上である市町
　　村の増加

52　12歳児の一人
      平均むし歯数
      が1.0本未満
      である圏域の
      増加

50　 60歳代にお
　　　ける進行し
　　　た歯周疾患
　　　を有する者
　　　の割合の減
　　　少

　　　　　　53　過去１年間に歯科検診を受診した者の割合の増加

19　全出生数中の低出生体重児の割合の減少

     ４　がん検診受診率の向上

６　高血圧の改善

７　脂質異常症の減少

９　糖尿病有病者の増加の抑制

10　糖尿病治療継続者の割合の増加

 24　健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合の増加　　　　

 25　健康づくり事業等において、健康格差への対策を図っている市町村の増加

　　　　　　13　特定健康診査・特定保健指導の実
　　　　　　　　 施率の向上

　　　　　　14  メタボリックシンドロームの該当者及び予
　　　　　　　　 備群の減少

   ５　脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少

次
世
代
・
高
齢
者

の
健
康

健
康
を
支
え

、

守
る

た
め
の
社
会
環
境
の

整
備

主
な
生
活
習
慣
病
の
発
症
予
防
と
重
症
化
予
防

主な
分野

歯
・
口
腔
の
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11　合併症（糖尿病性腎症による年間新規透析
　　 導入患者数）の減少

21　介護保険
     サービス利用
     者の増加の
     縮小

　　　　　　48　20歳代における
　　　　　　     歯肉に異常所見
                 のない者の割合
                 の増加

   ３　がんの75歳未満の年齢調整死亡率の減少　

45　80歳で20本以
　　上の自分の歯
　　を有する者の
　　割合の増加

８　血糖コントロール指標におけるコントロール
　　不良者の割合の減少

47　40歳で喪失歯のない者
     の割合の増加
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第４章 推進体制 

１ 関係機関・団体等の役割 

（１）県の役割 

○県民の生涯を通じた健康づくりを実現するため、市町村、学校、職域、健康関

係団体等と協力し、健康づくりに取り組みやすいように環境整備を行い、県民

が取り組む健康づくりを支援していきます。 

○健康づくりの参考となる県内の生活習慣病予防や健康づくりに関する情報の収

集・分析を行い、市町村や関係団体等に提供していきます。 

○また、市町村等と協力し、健康づくりを支える人材の育成に取り組みます。 

○保健福祉事務所は、広域的、専門的な立場から、市町村や学校、職域、地域の

関係団体等が行う健康づくりを支援していきます。 

○市町村が作成する健康増進計画の策定等への支援を行います。 

○計画所管課の健康増進課は、推進のための会議を開催し、生活習慣病予防や健康

づくりに関する取組みについて、市町村・職域及び各関係団体等との連携体制を整

えていきます。また、県民健康・栄養調査の企画・結果の分析、計画の進行管理・評

価方法、改定計画に係る検討を行います。 

 ○関係事業所管課など庁内の関係課を構成員とした連絡会議により、進捗状況の

確認や事業の評価を行うとともに、健康づくりに関連する計画や事業について

情報交換及び連携し、効果的に県民の健康づくりを推進していきます。 

※関係事業所管課の役割等については、P69～70「主な分野と県の役割及び関係

事業所管課一覧」を参照。 

（２）市町村の役割 

○市町村は、住民に身近な組織であり、住民の健康づくりの推進役であるため、

地域の行政機関、学校、職域、健康関係団体、地域団体や自主的グループ等と

連携を図り、市町村の実態に合わせた健康づくりを展開していきます。 

○また、住民に身近な拠点で、健康相談や健康教育を行うとともに、生涯教育や

スポーツなどの各分野と連携し、保健事業を効率的に行っていきます。 

○住民が健康づくりや疾病予防に取り組めるように、生活習慣病予防の啓発や健

康に関する情報、保健事業等の情報を住民や関係団体等に提供していきます。 

○また、住民の健康づくりを推進するため、地域の健康づくりの人材を育成し、

活動の支援を行います。 

○各種事業や地域活動を通して、住民が主導する健康づくりを支援し、地域のコ

ミュニティの活性化を図ります。 

 ○市町村は健康増進計画等により、市町村の実態に応じた健康づくりを計画的に 

  推進していきます。 
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（３）企業・保険者の役割 

○企業では、従業員の健康管理という観点から、働き盛り(成人期)の健康づくり

に重要な役割を担っています。そのため、定期健康診断や保健指導の実施、メ

ンタルヘルス対策等健康に関する体制整備とともに、従業員の健康管理や健康

づくりを行います。 

○保険者は、被保険者・被扶養者に対する特定健康診査・特定保健指導、保健事

業等の実施による健康の保持・増進を図るとともに、メタボリックシンドロー

ムや生活習慣病の予防について普及啓発を行っていきます。 

○また、保健指導等は行動変容につながるよう効果的な方法を工夫していきます。 

（４）学校の役割 

○学校は、心身の発達段階にある児童・生徒に対して、健康の大切さを認識し、

生涯を通じて自らの健康づくりを実践していけるように、知識を身につけ、実

践できる能力等を育むための教育を行います。 

 ○家庭や地域と連携し、健康的な生活習慣を身につけるための教育や未成年者の

喫煙や飲酒防止に取り組みます。 

 ○学校の施設開放等を通じて、地域のコミュニケーションを図るとともに、地域

の健康づくりを支援していきます。 

 ○地域、家庭と連携し、多様化する児童・生徒のこころの健康対策などに取り組

みます。 

（５）健康関連団体等の役割 

○医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、栄養士会、歯科衛生士会等の団体

は、その専門性を活かして、県民に健康に関する情報提供や相談等を実施しま

す。 

 ○また、県内の健康づくりに関する事業に積極的に協力し、健康づくりを支援す 

るとともに、メタボリックシンドロームや生活習慣病予防について、普及啓発 

を行います。 

（６）地域団体等の役割 

○老人クラブ、婦人団体、消費者団体、食生活改善推進団体などの地域団体や 

ＮＰＯは、地域における健康課題や地域住民の健康意識等を把握し、健康づく

りに関する学習の場の提供や健康に関する情報提供などの自主的な活動を通じ

て、住民の健康づくりを支援します。 

 ○メタボリックシンドロームや生活習慣病予防の重要性について、普及啓発を行

います。 

 ○各種事業や活動を通して、地域のコミュニティの活性化を図ります。 
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（７）(公財)かながわ健康財団の役割 

 ○県内の広域的な健康づくりの推進母体として、県・市町村・企業・健康関連団

体・地域団体等と協力をして、県民の健康づくりを支援していきます。 

 ○健康まつりやイベント、健康セミナー等を通じて、健康づくりに関する情報を

広く県民に提供します。 

 ○メタボリックシンドロームや生活習慣病予防の重要性について普及啓発を行っ

ていきます。 

 ○がん征圧月間運動や講演会等を通じて、がん検診の必要性やがん予防に対する 

情報を広く県民に提供します。

２ 計画の推進体制 

（１）健康寿命日本一戦略会議(仮称) 

○「健康寿命 日本一」を達成するため、有識者、先進的な取組みを行っている

民間企業や自治体等により、「かながわ健康プラン２１（第２次）」の戦略的

な実行方法などについて検討をしていきます。 

（２）かながわ健康プラン２１推進会議 

○県民、企業、学校、行政が一体となり、県民健康づくり運動の指針である「か

ながわ健康プラン２１（第２次）」を推進していきます。 

（３）神奈川県生活習慣病対策委員会 

  ○県の附属機関として、県内の生活習慣病の現状やその対策等に関して、調査審

議を行います。 

○また、専門的知見から「かながわ健康プラン２１（第２次）」について、進捗

状況の確認や評価、計画の改定等の検討を行います。 
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主な分野 主な関係局 主な関係課等

① 市町村、学校、企業や関係団体と連携し、食生活・栄養
に関する教育・指導を実施する

健康医療局

教育局

健康増進課
保健福祉事務所
保健体育課

② 市町村、学校、企業、食生活改善推進員などが行う食生
活改善活動を支援する

健康医療局 保健福祉事務所

③ 特定給食施設等における栄養成分表示を推進する 健康医療局 保健福祉事務所

④ 食生活に関する情報をインターネットやリーフレット等を通
じ広く提供する

健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

⑤ 「医食農同源」として、食を中心とした健康の保持･増進を
図る取組みを推進する

環境農政局

健康医療局

保健福祉大学
教育局

農政課
農業技術センター
健康増進課
保健福祉事務所
衛生研究所

保健体育課

① 生涯スポーツ社会の実現に向けて、乳幼児から高齢者ま
でのライフステージに応じたスポーツ活動を推進する

スポーツ局 スポーツ課
体育センター

② スポーツに親しめる環境を整えるため、県の運動施設、学
校や大学のスポーツ施設の活用など、スポーツをする場
の充実を図る

スポーツ局 スポーツ課

③ 気軽に運動・身体活動に取り組めるよう県立都市公園等
の整備を進める

県土整備局 都市公園課

④ 高齢者が健康で生きがいのある生活を送ることができるよ
う、社会参画活動を支援する

福祉子どもみらい

局
高齢福祉課

⑤ 神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例などに基づ
き、公共施設、商業施設等の建物や、道路、公園などの
バリアフリー化を推進し、高齢者等が外出しやすい街づく
りに努める

県土整備局
福祉子どもみらい

局

建築指導課
地域福祉課

① こころの健康の保持・増進のための普及啓発活動や相談
体制を充実する

産業労働局
健康医療局

労政福祉課
保健福祉事務所
精神保健福祉センター

② インターネットなどの活用により生涯学習情報等を充実
し、県民の余暇活動を支援する

教育局 生涯学習課

③ 自然にふれあい、心身のリフレッシュを促進するため、自
然公園・保全緑地・都市公園等の整備、活用を推進する

環境農政局

県土整備局

自然環境保全課
森林再生課
農地課
都市公園課

④ 心身のリフレッシュを図るため、多様な農業体験の場を提
供し、「農」への参加や交流機会の拡大を推進する

環境農政局 農地課

⑤ 日常生活の活力の源である睡眠について、適切な知識の
普及を図る

健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

① 飲酒がもたらす健康被害や適正飲酒に関する情報を広く
提供する

健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

② 飲酒に関する相談や指導体制を充実する 健康医療局 保健福祉事務所
精神保健福祉センター

③ 青少年が酒類を容易に入手できない社会環境づくりを進
める

福祉子どもみらい

局
青少年課

① 受動喫煙防止対策を推進する 全局 がん・疾病対策課
保健福祉事務所
公共施設を所管する全室課

② 喫煙がもたらす健康被害に関する適切な情報を広く提供
する

健康医療局 がん・疾病対策課
保健福祉事務所

③ 喫煙に関する相談・指導体制を充実する 健康医療局 がん・疾病対策課
保健福祉事務所

④ 青少年がたばこを容易に入手できない社会環境づくりを
進める

福祉子どもみらい

局
青少年課

喫

煙
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主な分野と県の役割及び関係事業所管課一覧 
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主な分野 主な関係局 主な関係課等

① 県民・市町村及び団体などが歯と口腔の健康づくりに取り
組むために必要な情報の収集及び提供体制を充実する

健康医療局 健康増進課

保健福祉事務所

② 県民主体の歯と口腔の健康づくりが定着する地域づ

くりを推進するため、8020運動推進員の養成及び活
動支援に取り組む

健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

① がん検診の受診率向上のための普及啓発を行う 健康医療局 がん・疾病対策課
保健福祉事務所

② 市町村が実施する健康診査（特定健康診査・特定保

健指導）を含む）、各がん検診の効果的な実施に向

けて、技術面からの支援を行う

健康医療局 医療保険課
健康増進課
がん・疾病対策課
保健福祉事務所

③ 行動変容につながる保健指導の実践等、効果的な保

健活動方法を確立していく

健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

① プランを広く県民に普及啓発する 健康医療局

各局

健康増進課
保健福祉事務所

各課

② 市町村健康増進計画の策定を支援する 健康医療局 健康増進課
保健福祉事務所

プ
ラ
ン
の
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及
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・
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第５章 評価 

○本計画は、平成34年度を最終年度にしています。 

○計画の評価は、５年後の平成29年度に中間評価を、平成33年度に最終評価を、10年後

の平成34年度（最終年度）に次期計画の検討を行います。 

○中間評価の際には、目標項目や数値等の見直しも合わせて検討します。 

平成25年度 (初年度)  計画スタート 

平成29年度（５年目） 中間評価 

     平成33年度（９年目） 最終評価 

     平成34年度（10年目） 最終年 次期計画の検討

○評価の際には、目標として定めた項目を通じて、県民健康づくり運動の目標の達成度

を評価します。そのため、計画策定時の基準値や、直近値を比較した上で、A（目標

値に達成した）、B（目標値に達していないが、改善傾向にある）、C（変わらない）、D（悪

化している）などの複数レベルで評価を行うように検討をしていきます。 

○また、評価は、県民の健康への意識の変化や、各種統計等から県民の健康課題の

変化を把握するとともに、今後の取組み等を明確にしていきます。 



かながわ健康プラン21(第２次）目標値一覧

（１）健康寿命の延伸と健康格差の縮小

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

1
平均寿命の延伸の増加分
を上回る健康寿命の延伸
をはかる

男70.90
女74.36

H22 延伸 H34

○今後も平均寿命が延伸すると仮定
し、平均寿命の延びを上回る健康寿命
の延びを目標とした。

2
県内の各地域の健康格差
の縮小をはかる

地域政策圏単位
（65歳からの平均自
立期間の最長と最
短の差）

男性　　0.49年
女性　　0.51年

H22 縮小 H34

○国の計画と同様に、健康状態は、地
域毎に差が生じている場合があることか
ら、各地域の健康格差の縮小を目標と
した。

（２）社会的な目標

ア　主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

3
がんの75歳未満の年齢
調整死亡率の減少
（人口10万対）

86.3 H20 ― -
○がん対策推進計画より。
○「がん対策推進計画（平成30年度～
平成35年度）」では目標値を設定して
いない。

4 がん検診受診率の向上

胃がん   　31.7％
大腸がん  24.1％
肺がん　　 23.3％
乳がん　   38.9％
子宮がん  37.9％

H22

胃がん  　50％以上
大腸がん 50％以上
肺がん    50％以上
乳がん    50％以上
子宮がん 50％以上

H35
○がん対策推進計画より。
○国の目標に準じて設定。

5
脳血管疾患・虚血性心疾
患の年齢調整死亡率の減
少（人口10万対）

脳血管疾患
　男性45.6
　女性26.0

虚血性心疾患
　男性33.9
　女性12.7

H22

脳血管疾患
 男性　 38.0
 女性　 23.8

虚血性心疾患
 男性　 27.9
 女性　 １1.6

H34

○本計画で設定した生活習慣の目標
を達成できた場合、危険因子がどのくら
い低減するのかを算定。それを基に、
循環器疾患の死亡への影響を算出し
た。

(国の算定方法に準拠して設定）

6

高血圧の改善
（平均収縮期血圧を下げ
る）
（40～89歳）

男性　136ｍｍHg
女性　128ｍｍHg

H21
～

Ｈ23

男性　132ｍｍHg
女性　124ｍｍHg

H34

○減塩、野菜・果物の摂取量の増加、
肥満者の減少などの生活習慣の改善
を達成できた場合に、期待される収縮
期血圧の値を算定した。
(国の算定方法に準拠して設定）

7
脂質異常症の減少
（40～74歳）

LDLコレステロール
160mg/dl以上の割
合
　男性　　１２．４％
　女性　　１３．４％

H22

LDLコレステロール
160mg/dl以上の割合
　男性　　９％
　女性　１０％

H34

○国の計画と同様に、県の現状値か
ら、脂質異常症が25％減少すると仮定
して、目標値を算出した。

(国の算定方法に準拠して設定）

8

血糖コントロール指標にお
けるコントロール不良者の
割合の減少(HbA1cがJDS
値8.0％(NGSP値8.4％)以
上の者の割合の減少)
（40～74歳）

HbA1cがJDS値
8.0％以上
又はNGSP値
8.4％以上

1.1％

H22 1.0％ H34
○国の計画と同様に、県の現状値から
１5％減少すると仮定して、目標値を算
出した。

9
糖尿病有病者の増加の抑
制（40歳～74歳）

２１万人 H22 22万人 H34

○平成２２年度を基準時点として、国と
同様に有病率が今後も同じと仮定し、
高齢化を加味した有病者数を算出し
た。

別   表       
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目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

10
糖尿病治療継続者の割合
の増加
（20歳以上）

58.3％
H21
～

Ｈ23
65％ H34

○県の現状値から今後の治療継続者
を算出し、国の計画と同じ増加割合で
目標値を算出した。

11
合併症(糖尿病性腎症に
よる年間新規透析導入
患者数)の減少

959人 H22 925人 H34

○生活習慣を改善することにより、期待
される県の血圧の低下を算出し、国と
同じ透析導入者の低下率を用いて、目
標値を算出した。

12
慢性閉塞性肺疾患
(COPD）の認知度の向上

11.9% H25 80% H34
○国の計画と同値の80％を目標値と
した。

13
特定健康診査・特定保
健指導の実施率の向上

特定健康診査の
実施率  40.3％
特定保健指導の
実施率    9.8％

H22

特定健康診査の実
施率　70％以上
特定保健指導の実
施率　45％以上

H35
○医療費適正化計画より。
○国の基本方針と同値を設定した。

14
メタボリックシンド
ロームの該当者及び予
備群の減少

26.3％ H20
平成20年度比25％
以上減少

H35

○医療費適正化計画より。
○国の基本方針と同値を設定した。
〇国の基本方針に合わせ、平成30年
度より「メタボリックシンドロームの該当
者及び予備群」は、特定保健指導対象
者（推定数を含む）とした。

イ　社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

イ－１こころの健康

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

15 自殺者数の減少 1,707人 H17 

平成28年の自殺
死亡率14.6から
15%以上減少
（H33数値）

H34

○かながわ自殺対策計画より。
○国の自殺総合対策大綱で示された
目標数値（平成38年までに平成27年
の数値の30%以上減少させる）を踏
まえ、県は人口動態統計による自殺
死亡率を、平成28年から15%以上減
少させ、平成33年に12.4以下にする
ことを目標とした。

16
気分障害（躁うつ病を含
む）の患者数の減少

53,000人 H20 

平成20年から
10％減少(48,000
人以下）

H34
○国の計画と同様に、県の現状値か
ら、10％減少で目標を設定した。

イ－２　次世代の健康

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

17
朝食を欠食する小学５
年生の割合の減少

4.0％ H24 0％に近づける H34

○食育推進計画より。
○国の目標の「０％」に準じて設定
した。

18
子どもの週３回以上の
・スポーツ実施率の増加
・スポーツ非実施率の減少

45.8％
14.1％

H22 55％以上
10％以下

H32

○神奈川県スポーツ推進計画より。
○県の現状よりも少しでも改善する
ことを目標値として設定した。

19
全出生数中の低出生体重
児の割合の減少

9.6％ H23 減少 H34

○低出生体重児の出生の予防可能な
要因の寄与度や介入方法などが明らか
になっていないため、国と同様に数値
目標ではなく、「減少」を目標とした。

20
小学5年生の肥満傾向の
割合の減少

9.0％ H23 減少 H34

○肥満傾向の割合等の傾向が安定せ
ず、予測値を示すのが難しいことか
ら、国と同様に数値目標ではなく、
「減少」を目標とした。
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イ－３　高齢者の健康

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

21
介護保険サービス利用
者の増加の縮小

26万人 H24 37万人 H37

○現状から平成37年の介護保険サー
ビス利用者は約38万人になると予測
される。
そこから、国と同様に介護予防・重
症化予防の取組みにより、3％が減
少すると仮定して目標値を算出し
た。

(国の算定方法に準拠して設定）

22

ロコモティブシンドローム
（運動器症候群）を認知し
ている20歳以上の県民の
割合の増加

9.6％ H25 80％ H34
○国の計画と同値の80％を目標値と
した。

23
低栄養傾向の高齢者の
増加の抑制

16.9％ H22 22％ H34

○平成22年度を基準時点とし、その
出現率が今後も続くと仮定し、高齢
化を加味して、目標値を算出した。

ウ　健康を支え、守るための社会環境の整備

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

24
健康づくりを目的とした活
動に主体的に関わってい
る県民の割合の増加

2.7％ H23 25％ H34

○国の計画と同様に、高齢者やこど
も、まちづくり等の活動に関係した
ボランティア活動の行動者の割合を
目標値とした。

25
健康づくり事業等におい
て、健康格差への対策を
図っている市町村の増加

30市町村 H25 33市町村 H34

○ほとんどの市町村が、健康格差を
把握していたため、全市町村で対策
を図ることを目標とした。

栄養・食生活

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

26
適正体重を維持している
者の割合の増加

20～60歳代
　男性の肥満者
　 28.2 ％
40～60歳代
　女性の肥満者
　 17.2 ％
20歳代
　女性のやせ
　 21.2 ％

H21
～

H23

20～60歳代
  男性の肥満者
　25％
40～60歳代
　女性の肥満者
　 15％
20歳代
   女性のやせ
   20％

H34

○肥満者は、加齢による各年代の肥
満者の割合が増加しないと仮定して
目標値を設定した。
(国の算定方法に準拠して設定）

○20歳代の女性のやせは、国と同値
に設定した。

27

主食・主菜・副菜を組合わ
せた食事が1日2回以上の
日がほぼ毎日の者の割合
の増加

61.9％ H25 80％ H34
○国の計画と同値の80％を目標値と
した。

28
食塩一日摂取量が８ｇ未
満の者の割合の増加

28.1％
H21
～

Ｈ23
56％ H34

○県の現状の食塩一日平均摂取量は
10.6gであり、そこから目標8ｇとの
差2.6gを引いて、8g未満の摂取者の
割合を算出し目標値として設定した。

29
野菜一日摂取量が350ｇ
以上の者の割合の増加

26.8％
H21
～

Ｈ23
45％ H34

○県の現状の野菜一日摂取量は
268.8gであり、そこに目標350ｇと
の差81.2gを加えて、350g以上の摂
取者の割合を算出し目標値として設定
した。

エ　栄養・食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康づくり、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活
習慣
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目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

30
果物一日摂取量が100ｇ
未満の者の割合の減少

61.3％
H21
～

Ｈ23
30％ H34

○果物一日摂取量が100ｇ未満の者
の割合を、国と同様に半数にするこ
とを目標値として設定した。

31
朝食又は夕食を家族と一
緒に食べる共食の回数の
増加

9回/週 H24 週11回以上 H34

○食育推進計画より。
○現状値から10％増程度で設定し
た。
〇平成30年度からは、「朝食・夕食
を同居の人と食べている回数」とし
た。

32
栄養成分（４項目）を表示
をしている特定給食施設
の割合の増加

83.7％ H23 100％ H34
○全施設が栄養成分を表示すること
を目標とした。

身体活動・運動

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

33
成人の日常生活における
歩数の増加

20～59歳
　男性　8,683歩
  女性　8,079歩
60歳以上
　男性　7,028歩
  女性　5,599歩

H21
～

Ｈ23

20～59歳
 男性　9,500歩
 女性　9,000歩
60歳以上
 男性　8,000歩
 女性　6,500歩

H34

○本県の現状から、全年代1,000歩
増加（1日運動を約10分増加）を目
標として設定した。

34

成人の運動習慣者（１回
30分、週２回以上の運動
を１年以上継続している
者）の割合の増加

20～59歳
　男性28.9％
  女性28.0％
60歳以上
　男性56.3％
  女性40.2％

H21
～

Ｈ23

20～59歳
　男性39％
  女性38％
60歳以上
　男性66％
  女性50％

H34

○男性・女性、各年代とも運動習慣
者の割合を国と同様に、10ポイント
増加させることを目標値として設定
した。

休養・こころの健康づくり

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

35
目覚めた時に疲労感が残
る者の割合の減少

男性　23.9％
女性　23.3％

H21
～

Ｈ23

男性　20％以下
女性　20％以下

H34
○県の現状を踏まえ、少しでも改善
することを目標として設定した。

36
週労働時間60時間以上の
就業者の割合の減少（年
間200日以上の就業）

15.2％ H19 減少 H34

○国の計画の考えを参考に、就業者
の割合を減少させることを目標とし
て設定した。

飲　酒

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

37

生活習慣病のリスクを高め
る量を飲酒している者（成
人１日当たりの純アルコー
ル摂取量　男性40ｇ以上、
女性20ｇ以上の者）の割合
の減少

男性40ｇ以上
　17.7％
女性20ｇ以上
 　8.1％

H21
～

Ｈ23

男性40ｇ以上
　15％
女性20ｇ以上
　 ７％

H34

○国の計画と同様に、県の基準値か
ら15％の低減を目標値として設定し
た。

38
未成年者の飲酒をなくす
（0％にする）

男性　20.8％
女性　15.8％

H22
男性　0％
女性　0％

H34 ○国の計画と同値を設定した。

39
妊娠中の飲酒をなくす
（0％にする）

4.5％ H23 0％ H34 ○国の計画と同値を設定した。
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喫　煙

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

40 成人の喫煙率の減少
男性　30.8%
女性　8.3%

H22
男性　21.5%
女性　4.4%

H34

○がん対策推進計画より。
○国と同様の考え方により設定
○基準値から禁煙希望者（男性
30.3％、女性46.9％）全員が禁煙し
た場合の割合を減じた割合が平成34
年度に達成されるとした喫煙率を目
標として設定。

41
未成年者の喫煙をなくす
（0％にする）

男性　8.3%
女性　5.3%

H22 ― -
○がん対策推進計画より。
○「神奈川県がん対策推進計画(平
成30年度～平成35年度)」では目標
値を設定していない。

42
妊娠中の喫煙をなくす
（0％にする）

3.5％ H23 0％ H34 ○国の計画と同値を設定した。

43
公共的施設で受動喫煙を
経験した人の割合の減少

25.5% H27 9.8% H35

○がん対策推進計画より。
〇平成25年度に公共的施設で受動喫
煙を経験した人の割合（29.4％）か
ら平成27年度の公共的施設で受動喫
煙を経験した人の割合（25.5％）の
減少率を基に、毎年度の減少率を
6.65％として算出した平成35年度の
公共的施設で受動喫煙を経験した人
の割合を目標とした。

歯・口腔の健康

目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

44
60歳代における咀嚼満
足者の割合の増加

70.3％ H23 80％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データから推計値を算出し、
国が７ポイントの改善を目標として
いるため、10ポイント増加で設定し
た。

45
80歳(75～84歳）で20本以
上の自分の歯を有する者
の割合の増加

34.6％ H22 65％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データから推計値を算出し、
取組みの進捗を15ポイント加味し設
定した。

46
60歳（55～64歳）で24本以
上の自分の歯を有する者
の割合の増加

75.4％ H23 85％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○国と同様の10ポイント増加で設定
した。

47
40歳（35～44歳）で喪失歯
のない者の割合の増加

46.2％ H23 65％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データから推計値を算出し、
取組みの進捗を10ポイント加味し設
定した。

48
20歳代における歯肉に異
常所見のない者の割合の
増加

41.2％ H23 50％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データから推計値を算出し
た。
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目標 基準値 年度 目標値 年度 目標値の考え方

49
40歳代における進行した
歯周病を有する者の割合
の減少

24.7％ H23 15％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データが増加傾向にあるた
め、国と同様の10ポイント減少で設
定した。

50
60歳代における進行した
歯周病を有する者の割合
の減少

74.3％ H23 65％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○経年データが増加傾向にあること
から、国と同様の10ポイント減少で
設定した。

51
３歳児でむし歯がない者
の割合が80％以上である
市町村の増加

18市町村
 (54.5％）

H22
33市町村
 (100％)

H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○半数以上の市町村が目標を達成し
ていることから、全市町村を目標と
して設定した。

52
12歳児の一人平均むし歯
数が1.0本未満である圏域
の増加

５圏域
 （62.5％)

H22
８圏域
 (100％)

H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○半数以上の圏域が目標を達成して
いることから、全圏域を目標として
設定した。

53
過去1年間に歯科検診を
受診した者の割合の増加

41.1％ H23 70％ H34

○歯及び口腔の健康づくり推進計画
より。
○国と同様の30ポイント増加で設定
した。

※　目標値・目標年度等は、健康づくりに関連する以下の計画等と整合性を図りました。

直近改訂

神奈川県医療費適正化計画 平成30年３月

神奈川県がん対策推進計画 平成30年３月

神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進計画 平成25年３月

第３次神奈川県食育推進計画

かながわ自殺対策計画

神奈川県スポーツ推進計画「エンジョイ・スポーツ！かながわプラン」

平成30年３月

平成30年３月

平成30年３月

計　画　名

（←第２次神奈川県食育推進計画）

（←かながわ自殺総合対策指針）

（←神奈川県スポーツ振興指針「アクティブかながわ・スポーツビジョン」）
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１ 「かながわ健康プラン２１（第二次）」の策定経緯 

日 程 策定の経過 

平成24 年7月10日（火) 「国民の健康の推進の総合的な推進を図るための基本的な方針」

（厚生労働省告示第４30 号）公表 

平成24 年7月20日（金) 市町村健康増進事業主管課長会議 

○かながわ健康プラン 21 について

平成24年 8月21日（火） かながわ健康プラン２１目標評価部会（第１回） 

○２１世紀における国民健康づくり運動「健康日本２１（第 2 次）に

ついて 

○県民健康づくり運動「かながわ健康プラン２１（第２次）（仮称）」に

ついて：策定スケジュール、考え方(案)、骨子（案） 

平成24年 8月28日(火) かながわ健康プラン２１推進会議（第１回） 

○次期かながわ健康プランについて 

平成24年9月 神奈川県議会第３回定例会厚生常任委員会へ計画骨子（案）を報

告 

平成24年9月26日（水） かながわ健康プラン２１目標評価ワーキング 

○ 県民健康づくり運動「かながわ健康プラン２１（第２次）」（仮称）」

の策定について 

○新かながわ健康づくり 10 か条（案）について

平成24年10月18日（木) 
健康づくり施策推進連絡会議（庁内関係課会議） 

○「かながわ健康プラン２１（第２次）」（仮称）」について 

平成24年10月31日（水） かながわ健康プラン２１目標評価部会（第２回） 

○ 県民健康づくり運動「かながわ健康プラン２１（第２次）」（仮称）」

の素案について 

○ 新かながわ健康づくり 10 か条（案）について

平成24年12月 神奈川県議会第３回定例会厚生常任委員会に計画（素案）を報告

平成24年12月27日（木） 

～平成25年1月25日(金) 
計画（素案）へのパブリックコメントを実施 

平成25年1月23日（水)  かながわ健康プラン２１地域・職域連携推進部会 

○「かながわ健康プラン２１（第２次）」(仮称)の素案について 

平成25年1月29日(火) かながわ健康プラン２１推進会議（第２回） 

○「かながわ健康プラン２１（改定素案）」について 

平成25年 2月  4日（月） かながわ健康プラン２１目標評価部会（第３回） 

○「かながわ健康プラン２１（第２次）」(仮称）について 

・パブリックコメントの結果について 

   ・計画（案）について 

平成25年2月12 日（火） 生活習慣病対策委員会 

○「かながわ健康プラン２１」の改定について 

平成25年2月21日（木) 市町村健康増進・歯科保健・母子保健事業主管課長会議 

○健康増進事業 計画策定について 

平成25年2月 神奈川県議会第１回定例会厚生常任委員会に計画（案）を報告 

平成25年 3月 かながわ健康プラン２１(第２次)策定 
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２ 「かながわ健康プラン２１（第二次）」の策定に係る委員会・部会等 

（１）神奈川県生活習慣病対策委員会 

ア 神奈川県生活習慣病対策委員会 

神奈川県生活習慣病対策委員会規則 

昭和35年１月19日 

規則第６号 

改正 昭和38年10月８日規則第89号 昭和46年７月23日規則第90号 

  昭和48年６月30日規則第79号 昭和61年３月31日規則第32号 

  平成２年６月29日規則第40号 平成９年３月31日規則第56号 

  平成15年３月20日規則第25号 平成17年３月29日規則第108号 

  平成22年３月30日規則第16号 

（目的） 

第１条 この規則は、附属機関の設置に関する条例（昭和28年神奈川県条例第５号）に基づ

き設置した神奈川県生活習慣病対策委員会の所掌事項、組織、運営等について必要な事項

を定めることを目的とする。 

（所掌事項） 

第２条 神奈川県生活習慣病対策委員会（以下「委員会」という。）は、次の各号に掲げる

事項をつかさどる。 

(１) 生活習慣病に関する調査及び研究に関すること。 

(２) 生活習慣病に関する知識の普及啓発に関すること。 

(３) その他生活習慣病の問題に関し必要な事項 

（委員） 

第３条 委員は、関係行政庁の職員及び学識経験を有する者のうちから知事が命じ、又は委

嘱する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任されることができる。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（臨時委員） 

第５条 特別な事項を調査審議するため必要があるときは、臨時委員若干人を置くことがで

きる。 

２ 臨時委員は、医療に関し学識経験を有する者その他適当と認める者のうちから知事が命

じ、又は委嘱する。 

（会長及び副会長） 

第６条 委員会に会長１人、副会長２人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじ

め会長が定める順序に従いその職務を代理する。 
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（会議） 

第７条 委員会の会議は、会長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

（部会） 

第８条 委員会は、その所掌する専門的事項を分掌させるため部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指命する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部務を掌理し、部会の経過及び結果を委員会に報告する。 

（幹事及び書記） 

第９条 委員会に、幹事若干人及び書記３人以内を置く。 

２ 幹事及び書記は、関係行政庁の職員のうちから知事が命じ、又は委嘱する。 

３ 幹事は、委員会の事務を処理する。 

４ 書記は、庶務に従事する。 

（庶務） 

第10条 委員会の庶務は、保健福祉局保健医療部健康増進課において処理する。 

（委任規定） 

第11条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に

はかつて定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和38年10月８日規則第89号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和46年７月23日規則第90号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和48年６月30日規則第79号） 

この規則は、昭和48年７月１日から施行する。 

附 則（昭和61年３月31日規則第32号） 

この規則は、昭和61年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年６月29日規則第40号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年３月31日規則第56号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月20日規則第25号） 

この規則は、平成15年５月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月29日規則第108号抄） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月30日規則第16号抄） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 
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神奈川県生活習慣病対策委員会委員名簿 
（任期：平成 22 年４月１日～平成 25 年３月 31 日）   

平成 25 年１月７日現在 

（委員）

区  分 氏  名 役  職

県議会 赤 野  たかし 県議会厚生常任委員会副委員長 

医

師

会

神奈川県医師会

◎澤 井 博 司 神奈川県医師会副会長 

羽 鳥  裕 神奈川県医師会理事 

○増 沢 成 幸 神奈川県医師会理事 

政令指定都市医師会
新 納 憲 司 横浜市医師会会長職務代行者 

高 橋  章 川崎市医師会会長 

神奈川県病院協会 長 倉 靖 彦 神奈川県病院協会副会長 

学

識

経

験

者

公衆衛生 ○渡 辺  哲 東海大学医学部教授 

がん・循環器病 

対策部会長 
今 村 清 子 

県消化器がん検診機関一次検診連絡 
協議会会長 

環境保健 高 田 礼 子 聖マリアンナ医科大学予防医学教授 

地域保健(保健師) 平 野  かよ子 東北大学大学院医学系研究科教授 

産業保健 堤 明 純 北里大学医学部公衆衛生学教授 

栄養 古 畑  公 和洋女子大学生活科学系教授 

運動 沢 井 史 穂 女子美術大学教授 

循環器 水 嶋 春 朔 横浜市立大学医学部教授 

糖尿病 田 嶼 尚 子 東京慈恵会医科大学名誉教授 

行
政

政令指定都市 畑 澤 健 一 横浜市健康福祉局健康安全部長 

保健所政令市 坂 本  洋 藤沢市保健所長 

その他 鍛 代  英 雄 伊勢原市保健福祉部長 

  ◎：会長 ○：副会長

（幹事等）

区  分 氏  名 役  職

神奈川県

内 田 健 夫 参与 

菊 池 義 信 保健福祉局長

中 沢 明 紀 参事監兼保健医療部長

南 雲 正 二 総務部病院事業課長

仲 谷 政二郎 保健医療部健康増進課長

長 岡 正 保健医療部がん対策課長

相 原  雄 幸 保健医療部医療課長

長 尾 雅 康 保健医療部医療保険課長

八ッ橋 良 三 三崎保健福祉事務所長
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イ かながわ健康プラン２１目標評価部会 

かながわ健康プラン 21 目標評価部会運営要領

（目 的）

第１条 この要領は、神奈川県生活習慣病対策委員会部会設置要綱第２条第１号に規定するかな

がわ健康プラン 21 目標評価部会(以下｢部会｣という。)の運営について定める。

（所掌事項）

第２条 部会の所掌事項は次のとおりとする。

（１）かながわ健康プラン 21 の改定及び目標の評価に関する専門的、技術的事項についての検

討

（２）その他かながわ健康プラン 21 の評価について必要な事項

(構成員) 

第３条 部会の委員は、別表１のとおりとし、必要に応じて別表１以外の者の参加を求めること

ができる。

 ２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。

（運 営）

第４条 部会に部会長を置き、委員の互選によって定める。

 ２ 部会に副部会長を置き、委員の互選によって定める。

 ３ 副部会長は、部会長に事故あるときはその職務を代理する。

 ４ 部会は、必要に応じ部会長が事務局に命じ招集する。

（庶 務）

第５条 部会の庶務は神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課が処理する。

（その他）

第６条 この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は部会において別に定める。

附 則

この要領は、平成 15 年 5 月 1 日から施行する。

かながわ健康プラン 21 目標評価部会設置要綱は、廃止する。

  附 則

この要領は、平成 18 年 12 月 8 日から施行する。

  附 則

この要領は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。

  附 則

この要領は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。

  附 則

この要領は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。
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別表１

かながわ健康プラン 21 目標評価部会委員名簿（５０音順）

氏 名 役 職

小泉 政幸 神奈川県歯科医師会理事

沢井 史穂 女子美術大学保健体育研究室 教授

堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学 教授

古畑  公 学校法人和洋学園和洋女子大学家政学部 教授

○ 増沢 成幸 神奈川県医師会理事

山本 妙子 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部栄養学科 教授

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部長

◎ 渡辺  哲 東海大学医学部基盤診療学系 教授

  ◎印 部会長、○印 副部会長
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ウ かながわ健康プラン２１目標評価ワーキング 

かながわ健康プラン２１目標評価ワーキングチーム運営要領

（目 的）

第１条 かながわ健康プラン２１目標評価ワーキングチーム(以下｢チーム｣という。)を神奈

川県生活習慣病対策委員会かながわ健康プラン２１目標評価部会に設置し、その運営につ

いて定める。

（所掌事項）

第２条 チームの所掌事項は次のとおりとする。

 （１）県民健康･栄養調査の内容の検討及び調査実施後の集計結果の分析

 （２）かながわ健康プラン２１の取り組みの評価・分析及び今後の方向性の検討

（構成員）

第３条 チームの構成員は次のとおりとし、必要に応じて構成員以外の者の参加を求めるこ

とができる。

 （１）学識経験者

 （２）保健福祉事務所等医師、歯科医師、保健師、歯科衛生士、管理栄養士

（運 営）

第４条 チームに座長を置き、構成員の互選により定める。

２ 座長はチームを進行する。

（期 間）

第５条 チームの設置期間は平成 23 年 1 月～平成 25 年 3 月とする。

（庶 務）

第６条 チームの庶務は、神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課が処理する。

（その他）

第７条 この要領に定めるもののほか、チームの運営に関し必要な事項は別に定める。

  附 則

この要領は、平成２３年１月５日から施行する。

  附 則

この要領は、平成２４年６月１日から施行する。
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かながわ健康プラン２１目標評価ワーキングチームメンバー

                           （平成 24 年 5 月末現在）

 氏 名 役  職 職 種

山本 妙子 神奈川県立保健福祉大学教授 学識経験者

渡辺 良久 東海大学医学部基盤診療学系公衆衛生学准教授 学識経験者

佐々木 つぐ巳 鎌倉保健福祉事務所保健福祉部長 医 師  

永井 雅子 茅ヶ崎保健福祉事務所保健予防課長 保健師

本田 正代 平塚保健福祉事務所主査 歯科衛生士

橋本 久美子 小田原保健福祉事務所技幹 歯科医師

渡辺 亜美 茅ヶ崎保健福祉事務所技師 管理栄養士

園田 永子 三崎保健福祉事務所副技幹 保健師

矢口 理恵 秦野保健福祉事務所副技幹 管理栄養士

古川 弘子 厚木保健福祉事務所主査 管理栄養士

事務局

氏 名 所  属 職 種

大野 達夫 

健康増進課健康づくりグループ

一般事務

高宮 聖子 保健師

山田 典子 管理栄養士

加藤 千鶴子 歯科衛生士

中條 和子 歯科医師

木村 和佳奈 一般事務
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（２） かながわ健康プラン２１推進会議 

ア かながわ健康プラン２１推進会議

かながわ健康プラン２１推進会議設置要綱

（設置）

第１条 21 世紀の神奈川県における県民健康づくり運動の指針である「かながわ健康プラン

21」（以下「健康プラン」という。）を県民、企業、学校、行政が一体となり、円滑に推進す

るために、「かながわ健康プラン 21 推進会議」（以下「推進会議」という。）を設置する。

（推進会議の構成等）

第２条 推進会議の構成は、別表のとおりとする。

（会長等）

第３条 推進会議に会長１名及び副会長２名以内を置く。

２ 会長は、委員が互選し、副会長は、委員のうちから会長が指名する。

３ 会長は、会議の議長を務め、推進会議を代表する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

（所掌事務）

第４条 推進会議は、次の事項を所掌する。

（１）健康プラン推進のための総合調整に関すること。

（２）健康プランの普及啓発に関すること。

（３）健康プラン推進の評価に関すること。

（４）健康づくりに向けた体操推進運動に関すること。

（５）その他健康づくりに関すること。

（部会）

第５条 会長は、健康プラン推進上特に必要な課題について、検討及び推進するために部会を設

置することができる。

（運営）

第６条 推進会議及び部会は、必要により会長が招集する。

２ 会長が必要と認めるときは、委員以外の者を推進会議及び部会に出席させることができる。

（事務局）

第７条 推進会議の庶務は、神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課及び公益財団法人かなが

わ健康財団が行う。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議等の運営に関し必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成 13 年５月７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 13 年 11 月 16 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 14 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 15 年４月１日から施行する。
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附 則

この要綱は、平成 16 年 10 月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 17 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 20 年 10 月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 22 年５月 28 日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。

   附 則

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。

（別表）

学識者

 (公社)神奈川県医師会

 (社)神奈川県栄養士会

 (公社)神奈川県看護協会

 (公財)かながわ健康財団

神奈川県厚生農業協同組合連合会

神奈川県国民健康保険団体連合会

 (社)神奈川県歯科医師会

神奈川県私学保護者会連合会

神奈川県消化器がん検診機関一次検診連絡

協議会

 (社)神奈川県商工会議所連合会

神奈川県商工会連合会

神奈川県消費者団体連絡会

神奈川県食生活改善推進団体連絡協議会

 (公社)神奈川県食品衛生協会

 (公財)神奈川県体育協会

神奈川県スポーツ推進委員連合会

神奈川県地域婦人団体連絡協議会

 (社)神奈川県調理師連合会

神奈川県ＰＴＡ協議会

神奈川県民生委員児童委員協議会

 (社)神奈川県薬剤師会

神奈川県立高等学校ＰＴＡ連合会

 NPO 法人神奈川県レクリエーション協会

 (公財)神奈川県老人クラブ連合会

神奈川県労働者福祉協議会

 (株)神奈川新聞社

(福)神奈川県社会福祉協議会

禁煙、分煙活動を推進する神奈川会議

健康保険組合連合会神奈川連合会

(株)テレビ神奈川

 (公財)神奈川県公園協会

全国健康保険協会神奈川支部

厚生労働省神奈川労働局

横浜市健康福祉局

川崎市健康福祉局

相模原市健康福祉局

横須賀市健康部

藤沢市保健福祉部

神奈川県都市衛生行政協議会

神奈川県町村保健衛生連絡協議会

神奈川県保健福祉局
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イ かながわ健康プラン２１地域・職域連携推進部会 

かながわ健康プラン２１地域・職域連携推進部会設置要綱

（設置） 
第１条 県内における地域と職域の連携を図り、生涯を通じた継続的な保健サービスの提供・健

康管理体制を整備、構築するため、かながわ健康プラン２１推進会議設置要綱第５条に基づ
き、かながわ健康プラン２１地域・職域連携推進部会 (以下「推進部会」という。)を設置する。 

（推進部会の構成等） 
第２条 推進部会の構成は、別表のとおりとする。 

(部会長等) 
第３条 推進部会に部会長１名及び副部会長 1 名を置く。 
２ 部会長は、委員が互選し、副部会長は委員のうちから部会長が指名する。 
３ 部会長は、部会の議長を務め、推進部会を代表する。 
４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときはその職務を代理する。 

（所掌事務） 
第４条 推進部会は次の事項を所掌する。 
（１）かながわ健康プラン２１の推進に向けた地域保健及び職域保健関係機関などの役割分担

及び連携の促進に関すること。 
（２） 神奈川県保険者協議会との連携に関すること。 
（３）その他 

（運営） 
第５条 推進部会は、必要により部会長が召集する。 
２ 部会長が必要と認めるときは、委員以外の者を推進部会に出席させることができる。 

（事務局） 
第６条 推進部会の庶務は、神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課が行う。 

（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、推進部会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

附則 
この要綱は、平成１８年８月７日から施行する。 

附則 
この要綱は、平成２０年１１月１８日から施行する。 

附則 
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

別表 かながわ健康プラン２１地域・職域連携推進部会構成団体

団体区分 構成団体

神奈川県保険者協議会 

全国健康保険協会神奈川支部

健康保険組合連合会神奈川連合会

神奈川県国民保険団体連合会 

医療関係機関
神奈川県医師会

神奈川県歯科医師会 

産業保健関係機関
厚生労働省神奈川労働局

神奈川産業保健推進センター

健康関連団体 かながわ健康財団 

市町村

横浜市健康福祉局

川崎市健康福祉局

相模原市健康福祉局
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（３） 健康づくり施策推進連絡会議 

健康づくり施策推進連絡会議設置要領

１ 目的

都道府県健康増進計画である｢かながわ健康プラン 21｣を県民健康づくり運動として推

進するために、庁内の関係各課の施策の推進等について協議、検討するため｢健康づくり

施策推進連絡会議｣(以下｢推進連絡会議｣という。)を設置する。

２ 所掌事項

推進連絡会議は、かながわ健康プラン２１について次の事項について所掌する。

(1) かながわ健康プラン２１の推進に向けた県の取組みの内容及び実績の確認

(2) (1)に対する自己評価

(3)  かながわ健康プラン２１の推進に向けた今後の取組み

(4) かながわ健康プラン２１の改定に関すること

(5) その他かながわ健康プラン２１の推進に関わること

３ 構成

推進連絡会議の構成は、別表のとおりとする。

なお、推進連絡会議を開催するに当たり健康増進課長が必要と認めた場合は、別表以外

の課を構成員とすることができる。

４ 運営

事務は、神奈川県保健福祉局保健医療部健康増進課健康づくりグループが行う。

５ その他
この要領に定めるものの他、施策推進会議の運営に関し必要な事項は別に定める。

附 則
この要領は、平成 22 年 10 月 1 日から施行する。
この要領は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。

  別表

健康づくり施策推進連絡会議構成 

  平成 24 年 4 月 1 日

局 名 部 名 課 名 

保健福祉局
保健医療部 

保健予防課 

医療保険課 

がん対策課 

福祉・次世代育成部 高齢福祉課 

環境農政局 総務部 かながわ農林水産ブランド戦略課 

商工労働局 労働部 労政福祉課 

教育局 
教育指導部 保健体育課 

生涯学習部 スポーツ課 

事務局 保健医療部 健康増進課 



順位 都道府県

日常生活に
制限のない
期間の平均
（年）

日常生活に
制限のある
期間の平均
（年）

制
限
期
間
順
位

平均寿命
（年）※

平
均
寿
命
順
位

順位 都道府県

日常生活に
制限のない
期間の平均
（年）

日常生活に
制限のある
期間の平均
（年）

制
限
期
間
順
位

平均寿命
（年）※

平
均
寿
命
順
位

1 愛知 71.74 8.04 3 79.79 16 1 静岡 75.32 10.90 3 86.21 33

2 静岡 71.68 8.35 6 80.03 9 2 群馬 75.27 10.61 1 85.89 43

3 千葉 71.62 8.33 5 79.95 13 3 愛知 74.93 11.32 5 86.25 31

4 茨城 71.32 7.82 2 79.14 36 4 栃木 74.86 10.87 2 85.73 45

5 山梨 71.20 8.39 8 79.58 25 5 沖縄 74.86 12.04 7 86.89 9

6 長野 71.17 9.81 39 80.99 1 6 島根 74.64 12.40 18 87.04 4

7 鹿児島 71.14 8.09 4 79.23 34 7 茨城 74.62 11.22 4 85.84 44

8 福井 71.11 9.41 28 80.52 3 8 宮崎 74.62 12.12 11 86.74 13

9 石川 71.10 8.65 13 79.75 18 9 石川 74.54 12.27 15 86.81 10

10 群馬 71.07 8.39 9 79.46 28 10 鹿児島 74.51 11.83 6 86.34 26

11 宮崎 71.06 8.70 15 79.75 19 11 福井 74.49 12.49 20 86.98 7

12 神奈川 70.90 9.46 29 80.36 4 12 山梨 74.47 12.16 12 86.63 16

13 岐阜 70.89 9.11 23 80.00 10 13 神奈川 74.36 12.38 17 86.74 14

14 沖縄 70.81 8.61 12 79.41 30 14 富山 74.36 12.41 19 86.77 11

15 山形 70.78 9.19 25 79.97 11 15 岐阜 74.15 12.16 13 86.31 28

16 栃木 70.73 8.41 10 79.14 37 16 福島 74.09 12.08 8 86.18 34

17 三重 70.73 9.00 18 79.73 21 17 長野 74.00 13.23 32 87.23 1

18 埼玉 70.67 9.04 19 79.71 23 18 秋田 73.99 12.09 9 86.08 37

19 滋賀 70.67 10.01 45 80.68 2 19 愛媛 73.89 12.77 26 86.65 15

20 富山 70.63 9.10 22 79.73 22 20 山形 73.87 12.57 22 86.43 24

21 熊本 70.58 9.75 36 80.32 5 21 熊本 73.84 13.29 35 87.14 2

22 山口 70.47 8.57 11 79.04 41 22 宮城 73.78 12.69 23 86.47 23

23 秋田 70.46 7.79 1 78.26 46 23 新潟 73.77 13.24 33 87.00 6

24 島根 70.45 9.09 21 79.54 26 24 山口 73.71 12.35 16 86.06 39

全　国 70.42 9.22 79.64 25 佐賀 73.64 12.96 29 86.61 18

25 和歌山 70.41 8.65 14 79.06 39 26 三重 73.63 12.52 21 86.15 35

26 宮城 70.40 9.34 27 79.74 20 全　国 73.62 12.77 86.39

27 京都 70.40 9.89 43 80.29 6 27 千葉 73.53 12.70 24 86.23 32

28 奈良 70.38 9.85 41 80.23 7 28 京都 73.50 13.07 31 86.58 19

29 佐賀 70.34 8.99 17 79.32 32 29 岡山 73.48 13.42 38 86.90 8

30 広島 70.22 9.75 37 79.97 12 30 和歌山 73.41 12.26 14 85.67 46

31 鳥取 70.04 9.05 20 79.09 38 31 青森 73.34 12.11 10 85.45 47

32 北海道 70.03 9.24 26 79.26 33 32 岩手 73.25 12.71 25 85.95 40

33 東京 69.99 9.88 42 79.88 14 33 鳥取 73.24 12.84 27 86.07 38

34 福島 69.97 8.95 16 78.92 43 34 北海道 73.19 13.37 37 86.57 20

35 兵庫 69.95 9.71 35 79.67 24 35 大分 73.19 13.89 45 87.08 3

36 新潟 69.91 9.59 31 79.50 27 36 高知 73.11 13.45 39 86.56 21

37 徳島 69.90 9.56 30 79.46 29 37 兵庫 73.09 13.00 30 86.09 36

38 香川 69.86 9.91 44 79.78 17 38 埼玉 73.07 12.86 28 85.92 41

39 大分 69.85 10.30 47 80.14 8 39 長崎 73.05 13.27 34 86.33 27

40 福岡 69.67 9.69 34 79.36 31 40 奈良 72.93 13.69 43 86.63 17

41 岡山 69.66 10.15 46 79.80 15 41 東京 72.88 13.56 42 86.43 25

42 愛媛 69.63 9.60 32 79.23 35 42 香川 72.76 13.54 40 86.30 29

43 岩手 69.43 9.14 24 78.57 45 43 徳島 72.73 13.54 41 86.27 30

44 大阪 69.39 9.68 33 79.06 40 44 福岡 72.72 13.77 44 86.49 22

45 長崎 69.14 9.75 38 78.89 44 45 大阪 72.55 13.35 36 85.90 42

46 高知 69.12 9.83 40 78.94 42 46 広島 72.49 14.55 47 87.04 5

47 青森 68.95 8.36 7 77.31 47 47 滋賀 72.37 14.38 46 86.75 12

※平均寿命は「簡易生命表」による算出、０歳の平均余命 ※制限のある期間順位のみ短い県が一位。

出典：平成24年度厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」一部加工

３  平成22年都道府県別の健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）

男性 女性
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  健康医療局保健医療部健康増進課

　〒231-8588　横浜市中区日本大通1　電話045-210-1111（代表）
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